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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１ 第133期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

回次 第132期中 第133期中 第134期中 第132期 第133期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 （千円） － － 14,475,911 － 5,216,035 

経常利益 （千円） － － 1,073,015 － 125,371 

中間（当期）純利益 （千円） － － 669,461 － 156,519 

純資産額 （千円） － － 10,387,400 － 9,819,435 

総資産額 （千円） － － 32,788,102 － 24,168,314 

１株当たり純資産額 （円） － － 174.05 － 164.79 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 
（円） － － 11.25 － 3.49 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

（当期）純利益金額 

（円） － － 11.22 － 3.47 

自己資本比率 （％） － － 31.6 － 40.6 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △9,628,936 － △11,718,201 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － △269,646 － △81,348 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
（千円） － － 10,893,313 － 11,596,394 

現金及び現金同等物 

の中間期末（期末）残高 
（千円） － － 2,809,998 － 1,815,267 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
（人） 

－ 

[－]

－ 

[－]

43 

[7]

－ 

[－]

33 

[6]



(2）提出会社の経営指標等 

（注）１ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

２ 第133期中の潜在株式調整後１株当たり中間純利益については、希薄化効果を有している潜在株式が存在し

ないため記載しておりません。 

３ 第133期中以前の持分法を適用した場合の投資利益については、関連会社がないため記載しておりません。 

４ 第133期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、第133期以降の持分法を適用した場合の投資利

益、営業活動によるキャッシュ・フロー、投資活動によるキャッシュ・フロー、財務活動によるキャッシ

ュ・フロー及び現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高は記載しておりません。 

回次 第132期中 第133期中 第134期中 第132期 第133期 

会計期間 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成17年 
９月30日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成18年 
９月30日 

自 平成19年 
４月１日 

至 平成19年 
９月30日 

自 平成17年 
４月１日 

至 平成18年 
３月31日 

自 平成18年 
４月１日 

至 平成19年 
３月31日 

売上高 (千円) 1,945,829 2,435,343 9,605,908 3,838,003 5,135,014 

経常利益 (千円) 411,262 85,741 1,071,250 526,909 135,884 

中間(当期)純利益 (千円) 305,630 87,630 658,213 405,768 167,169 

持分法を適用した場合 

の投資利益 
(千円) － － － － － 

資本金 (千円) 3,054,570 3,243,759 5,487,759 3,243,759 5,487,759 

発行済株式総数 (千株) 36,085 37,496 59,496 37,496 59,496 

純資産額 (千円) 4,790,642 5,269,305 10,386,802 5,267,973 9,830,085 

総資産額 (千円) 6,020,753 9,545,112 17,883,148 8,960,256 15,497,056 

１株当たり純資産額 (円) 132.78 140.54 174.04 140.20 164.97 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 
(円) 10.36 2.34 11.06 11.80 3.72 

潜在株式調整後 

１株当たり中間 

(当期)純利益金額 

(円) 10.23 － 11.03 11.65 3.71 

１株当たり配当額 (円) － － － 2.00 2.00 

自己資本比率 (％) 79.6 55.2 57.9 58.8 63.3 

営業活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △1,852,070 △1,562,958 － △4,030,874 － 

投資活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) △610,306 △110,886 － △1,032 － 

財務活動による 

キャッシュ・フロー 
(千円) 2,507,752 420,531 － 5,290,534 － 

現金及び現金同等物 

の中間期末(期末)残高 
(千円) 786,155 746,095 － 1,999,407 － 

従業員数 

[外、平均臨時雇用者数] 
(人) 

29 

[5]

34 

[5]

38 

[7]

33 

[3]

33 

[6]



２【事業の内容】 

 当中間連結会計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）が営む事業の内容について、重要な変更

はありません。また、主要な関係会社における異動もありません。 

３【関係会社の状況】 

４【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況                            

 （注）１ 従業員数は就業人員（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの出

向者を含む。）であり、臨時雇用者数（パートタイマー、人材会社からの派遣社員、季節工を含む。）は、

当中間連結会計期間の平均人員を（ ） 外数で記載しております。 

２ 全社（共通）として、記載されている従業員数は、特定のセグメントに区分できない管理部門に所属してい

るものであります。 

(2) 提出会社の状況 

 （注） 従業員は就業人員であり、臨時雇用者数は（ ）内に当中間会計期間の平均人員を外数で記載しております。

(3) 労働組合の状況 

労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円滑に推移しております。 

 （1）当中間連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となりました。 

 （注） 議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業の内容
議決権の所有割合 
又は被所有割合 

(％) 
関係内容 

（連結子会社） 

㈱北海道上毛 
札幌市中央区 10,000 不動産業 100 － 

（連結子会社） 

有限責任中間法人JM 
 大阪市北区 3,000 不動産流動化事業 100 － 

（連結子会社） 

合同会社JMインベス
トメント  （注） 

 大阪市北区 100 

不動産流動化事業

（開発型収益不動

産の保有） 

100 
(100) 

匿名組合出資 

（連結子会社） 

合同会社JM２インベ
ストメント （注） 

 大阪市北区 100 

不動産流動化事業

（収益不動産の保

有） 

100 
(100) 

匿名組合出資 

  平成19年９月30日現在

事業の種類別セグメントの名称 従業員数（人） 

不動産関連事業 13（-） 

生活関連事業 19（4） 

全社（共通） 11（3） 

合計 43（7） 

  平成19年９月30日現在

従業員数（人） 38 (7) 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1) 業績 

当中間連結会計期間の当社グループの経営成績は、売上高14,476百万円、営業利益1,100百万、経常利益1,073百万

円、中間純利益669百万円となりました。前年同期は非連結の決算でしたので、比較が可能な個別経営成績でその伸

長を測りますと、売上高が3.9倍、営業利益が7.2倍、経常利益が12.5倍、純利益が7.5倍となっております 

セグメント別成績につきましては、売上高は、不動産事業が14,250百万円（総売上の98.4％）、生活関連事業が

225百万円（同1.6％）となりました。営業利益は、不動産事業が1,106百万円、生活関連事業が△5百万円でございま

す。 

不動産関連事業の営業成績の内訳は次の通りでございます。 

販売事業が、売上高13,473百万円（前年同期比580.8％増）、売上総利益1,435百万円（同564.3％増）となりまし

た。賃貸事業が、売上高656百万円（前年同期比412.5％増）、売上総利益241百万円（同249.3％増）となりました。

その他流動化事業等が、売上高121百万円（前年同期比51.3％増）、売上総利益121百万円（同51.3％増）となりまし

た。 

当中間連結会計期間の業績に好影響をもたらしたと判断される要因は、「当社の上場ポストの不動産業への移

動」、「子会社の設立による営業エリアの拡大」、「資本増強の成功」、「大型開発の着手」、「新社長就任に伴う

開発業を収益の柱としていく経営方針の発表」、「中期経営計画の発表」、など前期から講じてきた様々な施策によ

り、当社の認知度と信頼感が飛躍的に向上し、仕入と販売の両面において好循環をもたらし在庫の回転率の向上につ

ながったことである、と判断いたしております。一方、悪影響をもたらしたと判断される要因は、いわゆるサブプラ

イムローン問題に端を発した金融情勢の変化の中で、買主の資金調達環境が悪化しつつあることである、と判断いた

しております。実際に販売計画に見直しを迫られた事例が発生いたしましたが、違約金等で回収し予定の利益は確保

いたしました。 

(2) キャッシュ・フローの状況 

当中間連結会計期間における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）は、税金等調整前中間純利益が1,049

百万円と高水準であることから、995百万円増加の2,810百万円となりました。 

当中間連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの主な要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動によるキャッシュ・フローは、9,629百万円のマイナスとなりました。その主な要因は、販売用信託受益

権の取得のための支出10,662百万円,販売用不動産の取得による支出780百万円,前渡金の増加による支出404百万円、

支払利息の支払298百万円等によるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動によるキャッシュ・フローは270百万円のマイナスとなりました。その主な要因は、子会社の売却による

支出181百万円、無形固定資産の取得による支出100百万円等によるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動によるキャッシュ・フローは、10,893百万円の増加となりました。その主な要因は、短期借入金の増加に

より14,540百万円、長期借入金の増加により3,627百万円増加いたしましたが、短期借入金の返済2,370百万円や長期

借入金の返済4,793百万円の減少によるものであります。 

なお、当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため前年同期比は記載しておりません。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当中間連結会計期間における生産実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

(2）受注状況 

 当中間連結会計期間における受注実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

 （注）１ 金額は販売価格によっております。 

２ 本表の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

(3）販売実績 

 当中間連結会計期間における販売実績を事業の種類別セグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１ 当中間連結会計期間の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は次のとおりで

あります。 

２ 上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

３ 当中間連結会計期間より中間連結財務諸表を作成しているため、前年同期比は記載しておりません。 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

生活関連事業 121,955 － 

合計 121,955 － 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

生活関連事業 126,900 － 30,357 － 

合計 126,900 － 30,357 － 

事業の種類別セグメントの名称 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

金額（千円） 前年同期比（％） 

不動産関連事業 14,250,491 － 

生活関連事業 225,420 － 

合計 14,475,911 － 

相手先 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

  金額（千円） 割合（％） 

 特定目的会社ＬＣ１ 7,621,058 52.6 

有限会社ダナン 2,115,385 14.6 



３【対処すべき課題】 

当中間連結会計期間において、当社グループが対処べき課題について重要な変更はありません。 

４【経営上の重要な契約等】 

 当中間連結会計期間において、新たに締結した経営上の重要な契約等はありません。 

５【研究開発活動】 

該当事項はありません。 



第３【設備の状況】 

１【主要な設備の状況】 

 当中間連結会計期間において、企画業務を行っておりました東京支社（新宿オフィス）を閉鎖いたしました。 

 その主要な設備は、次のとおりであります。 

２【設備の新設、除却等の計画】 

該当事項はありません。 

提出会社  

事業所名 
(所在地) 

事業の種類別セグ
メントの名称 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 

従業員数 
（人） 建物及び

構築物 

機械装置
及び運搬
具 

土地 
(面積㎡) 

その他 合計 

東京支社 

（東京都新宿区） 
企画業務 事務所 6,546 － 

－ 
(－)

2,976 9,523 － 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

 （注） 提出日現在の発行数には、平成19年12月１日からこの半期報告書提出日までの新株予約権の行使により、発

行された株式数は含まれておりません。 

種類 発行可能株式総数(株) 

普通株式 237,000,000 

計 237,000,000 

種類 
中間会計期間末 
現在発行数(株) 

(平成19年９月30日) 

提出日現在 
発行数(株) 

(平成19年12月12日) 

上場金融商品取引所
名又は登録認可金融
商品取引業協会名 

内容 

普通株式 59,496,186 59,496,186 
東京証券取引所 

(市場第二部) 
－ 

計 59,496,186 59,496,186 － － 



(2）【新株予約権等の状況】 

旧商法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（注） 発行日以降、当社が株式の分割又は併合を行う場合には、次の算式により行使価額を調整し、調整の結果生じる

１円未満の端数は、これを切り上げといたします。 

また、発行日以降、当社が時価を下回る価額で新株を発行する場合(新株予約権の行使及び旧商法第280条ノ19の

規定に基づく新株引受権の権利行使の場合を除く。)は、次の算式により行使価額を調整し、調整により生じる

１円未満の端数は、これを切り上げといたします。 

平成17年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,225 1,225 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,225,000 1,225,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円) (注) 228 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成17年７月５日 

至 平成27年６月28日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格        228 

資本組入額       114 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 新株予約権の割当を受けた

当社の取締役、監査役及び従

業員は、権利行使時において

当社の取締役、監査役及び従

業員の地位にあることを要す

る。ただし、任期満了による

退任、定年退職、その他当社

取締役会が認める正当な事由

がある場合は、この限りでは

ない。また「新株予約権付与

契約書」に定める一定条件(解

任、懲戒解雇など)により、付

与数もしくは期間などが制限

され、または権利が失効する

ことがある。 

同左 

(2) 権利行使期間満了前に新株

予約権の割当を受けた者が死

亡した場合は、法定相続人１

名に限り権利を承継すること

ができる。ただし、再承継は

認めない。 

(3) その他の新株予約権の行使

条件は、取締役会決議により

決定する。 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡する場合には取

締役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割・併合の比率

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たり払込金額

調整後行使価額＝調整前行使価額×
新規発行前の株価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 

（注） 割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により権利行使価格を調整し、調整により生ず

る1円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、権利行使価格を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を

行う場合は、次の算式により権利行使価格を調整する。但し、調整により生ずる1円未満の端数は、切り上げ

る。 

さらに、当社が合併、新設分割、吸収分割、株式交換または株式移転を行う場合等、行使価格の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

① 取締役及び監査役に対するストック・オプション  

平成18年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 1,020 1,020 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 1,020,000 1,020,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)  (注) 157 157 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年９月23日 

至 平成23年９月22日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格      208.494 

資本組入額     104.247 
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 権利を与えられた者は、新

株予約権行使期間内は、当社

の取締役又は監査役の地位を

保有していることを要する。

但し、任期満了による退任又

は取締役会が認める正当な事

由がある場合は、この限りで

はない。また、「新株予約権

割当契約書」に定める一定条

件（解任等）により、割当数

もしくは期間などが制限さ

れ、又は権利が失効すること

がある。 

(2) 権利行使期間満了前に新株

予約権の割当を受けた者が死

亡した場合、法定相続人１名

に限り権利を相続することが

できる。但し、再承継は認め

ない。 

(3) その他の新株予約権の権利

行使条件は、取締役会で決定

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割（または併合）の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの発行価格 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



（注） 割当日後、当社が株式分割または株式併合を行う場合、次の算式により権利行使価格を調整し、調整により生ず

る1円未満の端数は切り上げるものとする。 

また、権利行使価格を下回る価額で新株式の発行（新株予約権の行使により新株式を発行する場合を除く。）を

行う場合は、次の算式により権利行使価格を調整する。但し、調整により生ずる1円未満の端数は、切り上げ

る。 

さらに、当社が合併、新設分割、吸収分割、株式交換または株式移転を行う場合等、行使価格の調整を必要とす

るやむを得ない事由が生じたときは、当社は必要と認める株式数の調整を行うことができるものとする。 

② 従業員に対するストック・オプション  

平成18年６月29日定時株主総会決議 

 
中間会計期間末現在 
(平成19年９月30日) 

提出日の前月末現在 
(平成19年11月30日) 

新株予約権の数(個) 181 181 

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個） － － 

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数(株) 181,000 181,000 

新株予約権の行使時の払込金額(円)  (注) 157 157 

新株予約権の行使期間 
自 平成20年９月23日 

至 平成23年９月22日 
同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合 

の株式の発行価格及び資本組入額(円) 

発行価格      208.494 

資本組入額     104.247  
同左 

新株予約権の行使の条件 

(1) 権利を与えられた者は、新

株予約権行使期間内は、当社

の従業員の地位を保有してい

ることを要する。但し、定年

退職又は取締役会が認める正

当な事由がある場合は、この

限りではない。また、「新株

予約権割当契約書」に定める

一定条件（解雇等）により、

割当数もしくは期間などが制

限され、又は権利が失効する

ことがある。 

(2) 権利行使期間満了前に新株

予約権の割当を受けた者が死

亡した場合、法定相続人１名

に限り権利を相続することが

できる。但し、再承継は認め

ない。 

(3) その他の新株予約権の権利

行使条件は、取締役会で決定

する。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 
新株予約権を譲渡するには取締

役会の承認を要する。 
同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関す

る事項 
－ － 

調整後行使価額＝調整前行使価額× 
１ 

分割（または併合）の比率 

  
既発行株式数＋

新規発行株式数×１株当たりの発行価格 

調整後行使価額＝調整前行使価額×
1株当たりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 



(3）【ライツプランの内容】 

該当事項はありません。 

(4）【発行済株式総数、資本金等の状況】 

(5）【大株主の状況】 

年月日 
発行済株式 
総数増減数 

(株) 

発行済株式 
総数残高 
(株) 

資本金増減額

(千円) 

資本金残高 

(千円) 

資本準備金 
増減額 
(千円) 

資本準備金 
残高 
(千円) 

平成19年４月１日～ 

平成19年９月30日 
－ 59,496,186 － 5,487,759 － 3,829,147 

  平成19年９月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

有限会社アルガーブ 中央区銀座６丁目２－１  22,000 36.97 

鳴 本  聡一郎 山口県下関市 4,275 7.18 

日本証券金融株式会社 中央区日本橋茅場町１丁目２－１０ 982 1.65 

麻 生  正 紀 東京都調布市 955 1.60 

ユーピーエスエージーロンド

ンアカウントアイピービーセ

グリゲイテッドクライアント

アカウント 

（常任代理人シティバンク銀行

株式会社） 

品川区東品川２丁目３－14 790 1.32 

バンクオブニューヨークジー

シーエムクライアントアカウ

ンツイーアイエスジー 

（常任代理人株式会社東京三菱

ＵＦＪ銀行） 

千代田区丸の内２丁目７－１ 528 0.88 

長 谷  三樹彦 東京都港区 426 0.71 

祢 津  久 男 長野県千曲市 317 0.53 

金  英 又 大阪府大阪市東淀川区 300 0.50 

ゴールドマンサックスインタ

ーナショナル 

（常任代理人ゴールドマン・サ

ック証券株式会社） 

港区六本木６丁目10－１ 262 0.44 

計 － 30,835 51.83 



(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

（注）１ 「完全議決権株式(その他)」欄には、証券保管振替機構名義の普通株式113,000株が含まれております。 

２ 議決権の数には、証券保管振替機構名義の株式分（113個）及び実質的に所有していない自己株式分（1個）

は含まれておりません。 

②【自己株式等】 

（注） 株主名簿上は、当社名義となっておりますが、実質的に所有していない株式が1,000株(議決権の数1個)ありま

す。なお、当該株式数は上記「①発行済株式」の「完全議決権株式(その他)」欄に含めております。 

２【株価の推移】 

【当該中間会計期間における月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、東京証券取引所(市場第二部)におけるものであります。 

３【役員の状況】 

 前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当半期報告書の提出日までの役員の異動はありません。 

  平成19年９月30日現在

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式(自己株式等) － － － 

議決権制限株式(その他) － － － 

完全議決権株式(自己株式等) 
(自己保有株式) 

普通株式       9,000 
－ 

権利内容に何ら限定のな

い当社における標準とな

る株式 

完全議決権株式(その他) 普通株式  59,449,000 59,335 同上 

単元未満株式 普通株式      38,186 － 同上 

発行済株式総数 59,496,186 － － 

総株主の議決権 － 59,335 － 

  平成19年９月30日現在

所有者の氏名又は名称 所有者の住所 
自己名義 
所有株式数

(株) 

他人名義 
所有株式数

(株) 

所有株式数
の合計
（株） 

発行済株式総数 
に対する所有 

株式数の割合(％) 

(自己保有株式) 

株式会社 上毛 
群馬県前橋市六供町370番地 9,000 － 9,000 0.02 

計 － 9,000 － 9,000 0.02 

月別 平成19年４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 

最高(円) 227 245 239 275 243 192 

最低(円) 195 200 212 225 173 154 



第５【経理の状況】 

１ 中間連結財務諸表及び中間財務諸表の作成方法について 

(1） 当社の中間連結財務諸表は、「中間連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成11年大蔵省

令第24号。以下「中間連結財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

(2) 当社の中間財務諸表は、「中間財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」(昭和52年大蔵省令第38

号。以下「中間財務諸表等規則」という。)に基づいて作成しております。 

なお、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日まで）は、改正前の中間財務諸表等規則に基

づき、当中間会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、改正後の中間財務諸表等規則に基づ

いて作成しております。 

(3） 当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）は、中間連結財務諸表の作成初年度であ

るため、以下に掲げる中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結株主資本等変動計算書及び中間連結

キャッシュ・フロー計算書については、前中間連結会計期間との対比は行っておりません。 

２ 監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前中間会計期間（平成18年４月１日から平成18年９月30日ま

で）の中間財務諸表については三優監査法人により中間監査を受け、また、金融商品取引法第193条の２第１項の規

定に基づき、当中間連結会計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間連結財務諸表及び当中間会

計期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の中間財務諸表については誠栄監査法人により中間監査を受

けております。 

なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前中間会計期間              三優監査法人 

当中間連結会計期間及び当中間会計期間   誠栄監査法人 



１【中間連結財務諸表等】 

(1）【中間連結財務諸表】 

①【中間連結貸借対照表】 

    
当中間連結会計期間末 

（平成19年9月30日） 

前連結会計年度の要約連結貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（資産の部）               

Ⅰ 流動資産               

１．現金及び預金 ※２   3,090,560     2,107,591   

２．受取手形及び売掛金 ※３   66,870     82,759   

３．有価証券     277     276   

４．たな卸資産     49,384     58,542   

５．販売用不動産 ※２   6,822,173     6,042,238   

６．仕掛販売用不動産 ※２   2,181,423     3,063,576   

７．販売用不動産信託受益権  ※２   16,149,550     9,438,478   

８．営業投資有価証券     1,680,121     984,186   

９．その他     1,656,592     1,135,862   

貸倒引当金     △11,362     △11,489   

流動資産合計     31,685,588 96.6   22,902,020 94.8 

Ⅱ 固定資産               

１．有形固定資産 ※１,２   582,160     600,633   

２．無形固定資産 ※５   160,308     95,064   

３．投資その他の資産 ※６   360,046     570,597   

固定資産合計     1,102,514 3.4   1,266,294 5.2 

資産合計     32,788,102 100.0   24,168,314 100.0 

          
 



    
当中間連結会計期間末 

（平成19年9月30日） 

前連結会計年度の要約連結貸借対照表 

（平成19年3月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

構成比 

（％） 
金額（千円） 

構成比 

（％） 

（負債の部）               

Ⅰ 流動負債               

１．買掛金     146,403     149,558   

２．短期借入金 ※２   8,970,000     100,000   

３．一年以内返済予定長期借入金 ※２   454,560     300,104   

４．引当金     33,918     3,133   

５．その他     654,412     141,806   

流動負債合計     10,259,293 31.3   694,602 2.9 

Ⅱ 固定負債               

１．長期借入金 ※２   11,475,558     12,796,356   

２．引当金     92,083     167,769   

３．その他     573,768     690,152   

固定負債合計     12,141,409 37.0   13,654,277 56.5 

負債合計     22,400,702 68.3   14,348,879 59.4 

                

（純資産の部）               

Ⅰ 株主資本               

１．資本金     5,487,759 16.7   5,487,759 22.7 

２．資本剰余金     3,829,147 11.7   3,829,147 15.8 

３．利益剰余金     908,499 2.8   358,013 1.5 

４．自己株式     △2,620 △0.0   △2,362 △0.0 

株主資本合計     10,222,785 31.2   9,672,558 40.0 

Ⅱ 評価・換算差額等               

１．その他有価証券評価差額金     762 0.0   340 0.0 

２．土地再評価差額金     130,353 0.4   130,353 0.5 

評価・換算差額等合計     131,116 0.4   130,693 0.5 

Ⅲ 新株予約権     33,499 0.1   16,184 0.1 

純資産合計     10,387,400 31.7   9,819,435 40.6 

負債純資産合計     32,788,102 100.0   24,168,314 100.0 

       



②【中間連結損益計算書】 

    

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の 

要約連結損益計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 

百分比 

（％） 
金額（千円） 

百分比 

（％） 

Ⅰ 売上高     14,475,911 100.0   5,216,035 100.0 

Ⅱ 売上原価     12,606,781 87.1   4,207,266 80.7 

売上総利益     1,869,131 12.9   1,008,768 19.3 

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※１   768,857 5.3   726,979 13.9 

営業利益     1,100,273 7.6   281,789 5.4 

Ⅳ 営業外収益               

１．受取利息   939     1,634     

２．受取配当金   1,079     2,418     

３．違約金収入   222,977     －     

４．その他   22,990 247,985 1.7 1,395 5,447 0.1 

Ⅴ 営業外費用               

１．支払利息   206,504     110,580     

２．支払手数料   65,455     15,661     

３．その他   3,284 275,243 1.9 35,624 161,865 3.1 

経常利益     1,073,015 7.4   125,371 2.4 

Ⅵ 特別利益               

１．投資有価証券売却益   12,000     －     

２．違約金収入   －     25,000     

３．投資有価証券評価損戻入益   －     18,699     

４．その他   1,079 13,079 0.1 1,000 44,699 0.8 

Ⅶ 特別損失               

１．投資有価証券評価損   28,020     －     

２．固定資産除去損 ※３ 8,753     30     

３．減損損失 ※２ － 36,773 0.3 7,102 7,132 0.1 

税金等調整前中間（当期）純利益     1,049,321 7.2   162,938 3.1 

法人税、住民税及び事業税     396,162 2.7   6,419 0.1 

少数株主損失     16,302 0.1   － － 

中間（当期）純利益     669,461 4.6   156,519 3.0 

          



③【中間連結株主資本等変動計算書】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 5,487,759 3,829,147 358,013 △2,362 9,672,558 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当     △118,975   △118,975 

中間純利益     669,461   669,461 

自己株式の取得       △258 △258 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

          

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

    550,485 △258 550,228 

平成19年９月30日 残高（千円） 5,487,759 3,829,147 908,499 △2,620 10,222,785 

 

評価・換算差額等 

  新株予約権   純資産合計 
 その他有価証券 
  評価差額金 

土地再評価差額金 
  評価・換算 
  差額等合計 

平成19年３月31日 残高（千円） 340 130,353 130,693 16,184 9,819,435 

中間連結会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △118,975 

中間純利益         669,461 

自己株式の取得         △258 

株主資本以外の項目の中間連結
会計期間中の変動額（純額） 

422 － 422 17,315 17,737 

中間連結会計期間中の変動額合計 
（千円） 

422 － 422 17,315 567,965 

平成19年９月30日 残高（千円） 762 130,353 131,116 33,499 10,387,400 



前連結会計年度の連結株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

  （注）平成18年6月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 
株主資本 

資本金 資本剰余金 利益剰余金 自己株式 株主資本合計 

平成18年４月１日 残高（千円） 3,243,759 1,607,147 288,473 △2,027 5,137,352 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行 2,244,000 2,222,000     4,466,000 

剰余金の配当 （注）     △74,978   △74,978 

役員賞与 （注）     △12,000   △12,000 

当期純利益     156,519   156,519 

自己株式の取得       △335 △335 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

          

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

2,244,000 2,222,000 69,541 △335 4,535,206 

平成19年３月31日 残高（千円） 5,487,759 3,829,147 358,013 △2,362 9,672,558 

 

評価・換算差額等 

  新株予約権   純資産合計 
 その他有価証券 
  評価差額金 

土地再評価差額金 
  評価・換算 
  差額等合計 

平成18年４月１日 残高（千円） 267 130,353 130,621 ― 5,267,973 

連結会計年度中の変動額          

新株の発行         4,466,000 

剰余金の配当 （注）         △74,978 

役員賞与 （注）         △12,000 

当期純利益         156,519 

自己株式の取得         △335 

株主資本以外の項目の連結会計
年度中の変動額（純額） 

72 － 72 16,184 16,256 

連結会計年度中の変動額合計 
（千円） 

72 － 72 16,184 4,551,462 

平成19年３月31日 残高（千円） 340 130,353 130,693 16,184 9,819,435 



④【中間連結キャッシュ・フロー計算書】 

  

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ

シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー       

税金等調整前中間（当期）純利益   1,049,321 162,938 

減価償却費   19,903 32,917 

のれん償却額   33,620 21,561 

役員退職慰労引当金の増減額（減少額:△）   △78,024 25,973 

受取利息及び受取配当金   △2,018 △4,052 

支払利息   206,504 110,580 

売上債権の増減額（増加額:△）   15,889 △447 

販売用不動産の増減額（増加額:△）   △779,935 △1,557,449 

仕掛販売用不動産の増減額（増加額:△）   882,153 △3,063,576 

販売用不動産信託受益権の増減額（増加額:△）   △10,661,732 △4,202,667 

営業投資有価証券の増減額（増加額:△）   △217,964 △2,644,536 

前渡金の増減額（増加額:△）   △404,000 △334,910 

仕入債務の増減額（減少額:△）   △3,156 65,169 

預り敷金・保証金の増減額（減少額:△）   △116,671 499,176 

その他   727,599 △461,336 

小計   △9,328,510 △11,350,657 

利息及び配当金の受取額   2,024 4,227 

利息の支払額   △297,716 △391,969 

違約金収入   － 25,000 

不正事故損失金の回収による収入   － 1,000 

法人税等の支払額   △4,734 △5,802 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △9,628,936 △11,718,201 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー       

有形固定資産の取得による支出   △8,761 △23,766 

無形固定資産の取得による支出   △100,000 △778 

敷金及び保証金の差入による支出   △20,099 △8,617 

敷金及び保証金の戻入による収入   15,514 187 

その他   △156,300 △48,374 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △269,646 △81,348 

 



  

当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 

至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度の要約連結キャッ

シュ・フロー計算書 

（自 平成18年４月１日 

至 平成19年３月31日） 

区分 
注記 

番号 
金額（千円） 金額（千円） 

        

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー       

短期借入れによる収入   14,540,000 1,020,000 

短期借入金の返済による支出   △2,370,000 △5,840,000 

長期借入れによる収入   3,627,000 13,156,000 

長期借入金の返済による支出   △4,793,342 △1,111,209 

株式の発行による収入   － 4,445,130 

自己株式の取得による支出   △258 △335 

配当金の支払額   △110,086 △73,192 

財務活動によるキャッシュ・フロー   10,893,313 11,596,394 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額（減少額:△）   994,732 △203,156 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,815,267 1,999,408 

Ⅵ 新規連結子会社の現金及び現金同等物の期首残高   － 19,014 

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末（期末）残高 ※１ 2,809,998 1,815,267 

  



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．連結の範囲に関する事項 （1）連結子会社の数  11社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社北海道上毛 

株式会社プラネット投資 

有限責任中間法人ティオマン 

有限会社ティオマン 

有限会社ローランド 

有限責任中間法人エイチピーテ

ィ・ワン 

合同会社エイチピーティ・ワン 

合同会社エイチピーティ・エム 

有限責任中間法人ＪＭ  

合同会社JMインベストメント  

合同会社JM2インメストメント  

株式会社北海道上毛他３社につい

ては、新規設立のため連結子会社

に含めております。 

なお、投資事業組合等につきま

しては、「投資事業組合に対する

支配力基準及び影響力基準の適用

に関する実務上の取扱い」（企業

会計基準委員会 平成18年９月８

日 実務対応報告20号）を適用

し、実質的に支配していると判定

される子会社を連結範囲に含めて

おります。 

（1）連結子会社の数  7社 

主要な連結子会社の名称 

株式会社プラネット投資 

有限責任中間法人ティオマン 

有限会社ティオマン 

有限会社ローランド 

有限責任中間法人エイチピーテ

ィ・ワン 

合同会社エイチピーティ・ワン 

合同会社エイチピーティ・エム 

上記の連結子会社は、全て当連結

会計年度から連結の範囲に含めて

おります。  

  （2）主要な非連結子会社の名称等 

非連結子会社はありません。 

（2）主要な非連結子会社の名称等 

     同左 

２．持分法の適用に関する事項 該当事項はありません。      同左 

３．連結子会社の中間決算日

（決算日）等に関する事項 

連結子会社の決算日は以下のとおりで

あります。 

３月末日      ４社 

８月末日      １社 

１月末日      ６社 

８月末日を決算日とする㈱プラネッ

ト投資については、中間連結決算日現

在で実施した仮決算に基づく財務諸表

を使用しております。 

また、１月末日を決算日とする子会

社については、１月末日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、中間

連結決算日までの期間に発生した重要

な取引については、連結上必要な調整

を行っております。 

連結子会社の決算日は以下のとおりで

あります。 

８月末日      １社 

１月末日      ６社 

８月末日を決算日とする㈱プラネッ

ト投資については、連結決算日現在で

実施した仮決算に基づく財務諸表を使

用しております。 

また、１月末日を決算日とする子会

社については、１月末日現在の財務諸

表を使用しております。ただし、連結

決算日までの期間に発生した重要な取

引については、連結上必要な調整を行

っております。 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

４．会計処理基準に関する事項    

(1）重要な資産の評価基準及

び評価方法 

① 有価証券 

（イ）売買目的有価証券 

時価法(売却原価は移動平均法に

より算定)を採用しております。 

  

① 有価証券 

（イ）売買目的有価証券 

     同左 

  （ロ）満期保有目的の債券 

償却原価法(定額法)を採用してお

ります。 

  

（ロ）満期保有目的の債券 

     同左 

  （ハ）その他有価証券 

時価のあるもの 

中間連結決算日の市場価格等に基

づく時価法（評価差額は部分純資産

直入法により処理し、売却原価は総

平均法により算定）を採用しており

ます。 

（ハ）その他有価証券 

時価のあるもの 

連結決算日の市場価格等に基づく

時価法（評価差額は部分純資産直入

法により処理し、売却原価は総平均

法により算定）を採用しておりま

す。 

  時価のないもの 

総平均法による原価法を採用して

おります。また、投資事業有限責任

組合出資金については当該投資事業

有限責任組合の直近の決算書の当社

持分割合で評価しております。 

時価のないもの 

     同左 

  

  

  

  

  ② たな卸資産 ② たな卸資産 

  （イ）商品、製品、原材料、仕掛品 

移動平均法による原価法を採用し

ております。 

（イ）商品、製品、原材料、仕掛品 

     同左 

  （ロ）販売用不動産、仕掛販売用不動

産、販売用不動産信託受益権 

個別法による原価法を採用してお

ります。 

（ロ）販売用不動産、仕掛販売用不動

産、販売用不動産信託受益権 

     同左 

(2）重要な減価償却資産の減

価償却の方法 

① 有形固定資産 

定率法を採用しております。なお、

主な耐用年数は以下のとおりでありま

す。 

建物    15～50年 

機械装置  ５～14年 

車両運搬具 ２～５年 

ただし、平成10年４月１日以降取得

の建物（附属設備を除く）については

定額法を採用しております。 

① 有形固定資産 

     同左 

  ② 無形固定資産 

定額法を採用しております。 

なお、自社利用のソフトウェアにつ

いては、社内における利用可能期間

（５年）に基づく定額法を採用してお

ります。 

② 無形固定資産 

     同左 

  ③ 長期前払費用 

均等償却によっております。 

③ 長期前払費用 

     同左 

 



項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

(3）重要な引当金の計上基準 ① 貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

① 貸倒引当金 

     同左 

  ② 賞与引当金 

従業員の賞与金の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当中間連結会計

期間負担額を計上しております。 

② 賞与引当金 

従業員の賞与金の支払に備えるた

め、賞与支給見込額の当連結会計年度

負担額を計上しております。 

  ③ 役員賞与引当金 

役員の賞与金の支払に備えるため、

当連結会計年度における支給見込額の

うち当中間連結会計期間負担額を計上

しております。 

③ 役員賞与引当金 

―――― 

  ④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき当中間連結会計期間

末に発生していると認められる額を計

上しております。 

④ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

の見込額に基づき計上しております。 

  ⑤ 役員退職慰労引当金  

役員の退職慰労金の支給に充てるた

め内規に基づく当中間連結会計期間末

要支給額を計上しております。 

⑤ 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支給に充てるた

め内規に基づく当連結会計年度末要支

給額を計上しております。 

(4）その他中間連結財務諸表

（連結財務諸表）作成の

ための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当中間連結会

計期間の費用として処理しておりま

す。 

① 消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は

税抜方式によっており、控除対象外消

費税及び地方消費税は、当連結会計年

度の費用として処理しております。 

  ② 匿名組合出資金 

匿名組合出資金のうち、金融商品取

引法第２条第２項により有価証券とみ

なされるものについては「投資有価証

券」としております。このうち、営業

に係る投資有価証券については「営業

投資有価証券」として流動資産の部に

計上し、個別法によっております。 

なお、営業投資有価証券については

分配された損益について営業損益に計

上するとともに同額を営業投資有価証

券に加減算することにより評価し、投

資有価証券については分配された損益

について営業外損益に計上するととも

に同額を投資有価証券に加減算するこ

とにより評価しております。 

② 匿名組合出資金 

匿名組合出資金のうち、証券取引法

第２条第２項により有価証券とみなさ

れるものについては「投資有価証券」

としております。このうち、営業に係

る投資有価証券については「営業投資

有価証券」として流動資産の部に計上

し、個別法によっております。 

なお、営業投資有価証券については

分配された損益について営業損益に計

上するとともに同額を営業投資有価証

券に加減算することにより評価し、投

資有価証券については分配された損益

について営業外損益に計上するととも

に同額を投資有価証券に加減算するこ

とにより評価しております。 

 



中間連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

項目 
当中間連結会計期間 

（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  ③ 不動産開発プロジェクトに係る借入

金利息の原価算入 

不動産開発事業のプロジェクト毎に

個別に発生した借入金利息を原価に算

入することとしております。 

a.対象開発プロジェクト 

 開発の着工から工事完了までの期間

が２年以上かつ総事業費が10億円以上

のプロジェクト 

b.利率 

 個別の借入利率 

c.借入期間 

  借入期間は、正常な開発期間に及ぶ

ものであること。 

d.当中間期算入額  172,590千円 

③ 不動産開発プロジェクトに係る借入

金利息の原価算入 

不動産開発事業のプロジェクト毎に

個別に発生した借入金利息を原価に算

入することとしております。 

a.対象開発プロジェクト 

 開発の着工から工事完了までの期間

が２年以上かつ総事業費が10億円以上

のプロジェクト 

b.利率 

 個別の借入利率 

c.借入期間 

  借入期間は、正常な開発期間に及ぶ

ものであること。 

d.当期算入額    37,878千円 

５．連結子会社の資産及び負債

の評価に関する事項 

連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては、全面時価評価法を採用しており

ます。 

     同左 

６．のれん及び負ののれんの償

却に関する事項 

のれん及び負ののれんの償却について

は、その効果の発現する期間を個別に見

積もり、償却期間を決定した上で均等償

却することとしております。 

     同左 

７．中間連結キャッシュ・フロ

ー計算書（連結キャッシ

ュ・フロー計算書）におけ

る資金の範囲 

手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

     同左 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

（減価償却資産の減価償却の方法） 

当中間連結会計期間から、法人税法の改正に伴い、平成19年４月１日以降取得の資産については、改正法人

税法に規定する償却方法により、減価償却費を計上しております。 

これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前中間純利益への影響は軽微であります。 



追加情報 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準」（企業会計基準第５号 平成17年

12月９日）及び「貸借対照表の純資産の部に関する会計

基準等の適用指針」（企業会計基準適用指針第８号 平

成17年12月９日）を適用しております。 

―――― （役員賞与に関する会計基準） 

当連結会計年度より「役員賞与に関する会計基準」

（企業会計基準委員会 企業会計基準第４号 平成17年

11月29日）を適用しております。 

―――― （繰延資産の会計処理に関する当面の取扱い） 

当連結会計年度より「繰延資産の会計処理に関する当

面の取扱い」（企業会計審議会 平成18年８月11日 実

務対応報告第19号）を適用しております。 

―――― （ストック・オプション等に関する会計基準） 

当連結会計年度より、「ストック・オプション等に関

する会計基準」(企業会計基準第８号 平成17年12月27

日)及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適

用指針」(企業会計基準適用指針第11号 平成18年５月31

日)を適用しております。 

―――― （企業結合に係る会計基準） 

当連結会計年度より、「企業結合に係る会計基準」(企

業会計審議会 平成15年10月31日)及び「事業分離等に関

する会計基準」(企業会計基準委員会 企業会計基準第７

号 平成17年12月27日)並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準委

員会 企業会計基準適用指針第10号 平成18年12月22日)

を適用しております。 

（既存減価償却資産の残存簿価の減価償却） 

当中間連結会計期間から、法人税法の改正に伴い、平

成19年３月31日以前取得の資産については、改正前の法

人税法に基づく減価償却の方法の適用により取得価額の

５％に到達した連結会計年度の翌連結会計年度より、取

得価額の５％相当額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計上しております。 

これによる営業利益、経常利益及び税金等調整前中間

純利益への影響は軽微であります。 

―――― 



注記事項 

（中間連結貸借対照表関係） 

当中間連結会計期間末 
（平成19年９月30日） 

前連結会計期間末 
（平成19年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  235,218 千円 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

  224,467 千円 

※２ 担保資産及び担保付債務  ※２ 担保資産及び担保付債務  

 担保に供している資産   千円 

 預金 51,000  

 販売用不動産 5,799,115  

 仕掛販売用不動産 1,950,695  

 販売用不動産信託受益権 16,149,550  

 建物 8,342  

 土地 125,968  

 計 24,051,644  

 担保付債務     

 短期借入金 8,970,000  

 長期借入金 11,442,226  

 一年以内返済予定の長期借

入金 

437,892  

 計 20,850,119  

 担保に供している資産   千円 

 預金 51,000  

 販売用不動産 4,756,828  

 仕掛販売用不動産 1,510,031  

 販売用不動産信託受益権 9,438,478  

 建物 8,534  

 土地 125,968  

 計 15,890,839  

 担保付債務     

 短期借入金 100,000  

 長期借入金 12,796,356  

 一年以内返済予定の長期借

入金 

300,104  

 計 13,196,461  

※３ 中間会計期間末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会計処理は、手形交換日を

もって決済処理しております。 

なお、当中間会計期間の末日は金融機関の休日であった

ため、次の中間会計期間末日満期手形が中間会計期間末残

高に含まれております。 

受取手形            1,104千円 

※３ 連結会計年度末日満期手形 

連結会計年度末日満期手形の会計処理については、手形

交換日をもって決済処理をしております。 

なお、当連結会計年度末日が金融機関の休日であったた

め、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年度末残高

に含まれております。 

受取手形          1,524千円 

４ 偶発債務 

当社が匿名組合契約(ホテルマイステイズ舞浜・フレッ

クステイ神田)により出資する匿名組合の営業者たる有限

会社シルバー・ファーン(以下「借入人」という)が、ニュ

ー・センチュリー・ファイナンス株式会社(以下「貸付

人」という)からノンリコース条件のローンによる資金調

達2,942,692千円(平成19年９月30日残高2,740,100千円)を

行うことに関連し、当社は貸付人との間に匿名組合出資の

スポンサーとして損害担保契約を締結し、借入人、ホテル

オペレーター、アセットマネージャー及びスポンサー並び

にそれらの社員、役員・従業員等の詐欺行為や故意・重過

失による不法行為があった場合など、一定の事由により貸

付人に損害等が発生した場合に、ノンリコース条件の例外

として、当社は、借入人が責任財産又はそれを換価して得

た対価により当該損害等を補償できなかった部分について

貸付人に対し補填する補償責任を負っております。 

４ 偶発債務 

当社が匿名組合契約(ホテルマイステイズ舞浜・フレッ

クステイ神田)により出資する匿名組合の営業者たる有限

会社シルバーファーン(以下「借入人」という)が、金融機

関(以下「貸付人」という)からノンリコース条件のローン

による資金調達2,942,692千円(平成19年3月31日残高

2,751,914千円)を行うことに関連し、当社は貸付人である

ニュー・センチュリー・ファイナンス株式会社との間に匿

名組合出資のスポンサーとして損害担保契約を締結し、借

入人、ホテルオペレーター、アセットマネージャー及びス

ポンサー並びにそれらの社員、役員・従業員等の詐欺行為

や故意・重過失による不法行為があった場合など、一定の

事由により貸付人に損害等が発生した場合に、ノンリコー

ス条件の例外として、当社は、借入人が責任財産又はそれ

を換価して得た対価により当該損害等を補償できなかった

部分について貸付人に対し補填する補償責任を負っており

ます。 

※５ のれん及び負ののれん 

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。 

相殺前の金額は次のとおりであります。 
のれん 160,201
負ののれん 5,608

差引 154,593

※５ のれん及び負ののれん 

のれん及び負ののれんは、相殺表示しております。 

相殺前の金額は次のとおりであります。 
のれん 96,225
負ののれん 8,012

差引 88,213

※６ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

  42,945 千円 

※６ 投資その他の資産に係る貸倒引当金 

  43,245 千円 



（中間連結損益計算書関係） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額

は次のとおりであります。 

※１ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。 

 給与手当 109,700 千円 

 支払手数料 88,922  

 租税公課 88,523  

 役員退職慰労引当金繰入額 50,123  

 役員賞与引当金繰入額 24,500  

 賞与引当金繰入額 9,418  

 退職給付引当金繰入額 2,419  

 給与手当 137,307 千円 

 役員賞与 97,041  

 租税公課 75,563  

 のれん償却額 21,561  

 貸倒引当金繰入額 14,750  

 賞与引当金繰入額 3,133  

 退職給付費用 3,622  

 役員退職慰労引当金繰入額 25,973  

―――― ※２ 減損損失 

当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グ

ループについて減損損失を計上しました。 

（経緯） 

取扱商品の価額や加工賃の下落が著しく、部門損益の回

復の見込みがないため減損損失を認識いたしました。 

（グルーピングの方法） 

原則として事業部ごとに、また繊維関連事業部について

は、各営業所ごとにグルーピングを実施しております。 

（回収可能価額の算定方法等） 

回収可能価額の算定にあたっては、正味売却価額を使用

しております。時価の算定について、土地は不動産鑑定評

価に基づく評価額を使用しておりますが、構築物、車輌運

搬具及び工具器具備品については老朽化が著しく、時価を

算定することが困難であるため、時価は零（０千円）とし

ております。 

事業部 種類 
金額 

（千円） 

繊維関連事業 

構築物 

車輛運搬具 

工具器具備品 

土地 

104 

345 

135 

5,348 

計 5,933 

セキュリティ関連事業 
車輛運搬具 1,169 

計 1,169 

合計 7,102 

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

建物 6,546千円

工具器具及び備品 2,138千円

車両運搬具 69千円

計 8,753千円

※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

工具器具及び備品 30千円

計 30千円



（中間連結株主資本等変動計算書関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日  至 平成19年９月30日） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

３．配当に関する事項 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前連結会計年度末株 

式数     （株） 

当中間連結会計期間

増加株式数  （株） 

当中間連結会計期間

減少株式数  （株） 

当中間連結会計期

間末株式数 （株） 

発行済株式         

普通株式 59,496,186 － － 59,496,186 

合計 59,496,186 － － 59,496,186 

自己株式         

普通株式（注） 8,524 1,200 － 9,724 

合計 8,524 1,200 － 9,724 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権

の目的とな

る株式の種

類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間連結 

会計期間末 

残高 

（千円） 

前連結会計

年度末 

当中間連結

会計期間 

増加 

当中間連結

会計期間 

減少 

当中間連結 

会計期間末 

提出会社 
ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 33,499 

合計 － － － － － 33,499 

配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり配当金

(円) 
基準日 効力発生日 

平成19年6月28日 

定時株主総会 
普通株式 118,975 2.00 平成19年3月31日 平成19年6月29日 



前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注1）普通株式の発行済株式総数の増加22,000,000株は、第三者割当による新株の発行による増加であります。 

（注2）普通株式の自己株式の株式数の増加1,364株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 

２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

３．配当に関する事項 

（1）配当金支払額 

（2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

 
前連結会計年度末
株式数（株） 

当連結会計年度増
加株式数（株） 

当連結会計年度減
少株式数（株） 

当連結会計年度末
株式数（株） 

発行済株式        

普通株式（注1） 37,496,186 22,000,000 ― 59,496,186 

合計 37,496,186 22,000,000 ― 59,496,186 

自己株式        

普通株式（注2） 7,160 1,364 ― 8,524 

合計 7,160 1,364 ― 8,524 

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権
の目的とな
る株式の種
類 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  
当連結会計 
年度末残高 
（千円） 前連結会計

年度末 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 

（親会社） 

ストック・オプションとして

の新株予約権 
－ － － － － 16,184 

合計 － － － － － 16,184 

決議 
株式の種類 

配当金の総額 
（千円） 

１株当たり配当
額（円） 

基準日 効力発生日 

平成18年６月29日 

定時株主総会 
普通株式 74,978 2.00 平成18年３月31日 平成18年６月30日 

決議 株式の種類 
配当金の総額 
（千円） 

配当の原資  
１株当たり
配当額 
（円） 

基準日 効力発生日 

平成19年６月28日 

定時株主総会 
普通株式 118,975 利益剰余金 2.00 平成19年３月31日 平成19年６月29日



（中間連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

当中間連結会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間連結貸

借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目の金額との関係 

現金及び預金勘定 3,090,560 千円

信託預金 △223,561  

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △57,000  

現金及び現金同等物 2,809,998  

現金及び預金勘定 2,107,591千円 

信託預金 △235,325  

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △57,000  

現金及び現金同等物 1,815,267  

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース取引は事業内容に照らして重要性が乏しく契約

１件当たりのリース料総額も300万円を超えるものがない

ため、記載を省略しております。 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

同左 



（有価証券関係） 

当中間連結会計期間末(平成19年９月30日現在) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  ２．その他有価証券で時価のあるもの 

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

 
中間連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 14,973 15,081 108 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 14,973 15,081 108 

   取得原価（千円） 
中間連結貸借対照表計上額  

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 138,345 96,074 △42,271 

(2）債券 － － － 

(3）その他 4,288 5,567 1,279 

合計 142,633 101,641 △40,992 

 
中間連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

ＭＭＦ 277 

非上場株式 10,725 

営業投資有価証券 1,680,121 

その他 76,407 



前連結会計年度末(平成19年３月31日現在) 

１．満期保有目的の債券で時価のあるもの 

  ２．その他有価証券で時価のあるもの 

  ３．時価評価されていない主な有価証券の内容 

（デリバティブ取引関係） 

 当中間連結会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 至

平成19年３月31日） 

 当社グループはデリバティブ取引を全く利用していないため、該当事項はありません。 

 
連結貸借対照表計上額 

（千円） 
時価（千円） 差額（千円） 

(1）国債・地方債等 14,971 15,075 104 

(2）社債 － － － 

(3）その他 － － － 

合計 14,971 15,075 104 

   取得原価（千円） 
連結貸借対照表計上額  

（千円） 
差額（千円） 

(1）株式 138,345 124,094 △14,251 

(2）債券       

(3）その他 3,660 4,230 570 

合計 142,006 128,324 △13,681 

 
連結貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

ＭＭＦ 276 

非上場株式 10,725 

その他 1,159,219 



（ストック・オプション等関係） 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  17,315千円 

前連結会計年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

１．ストック・オプションに係る当中間連結会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  16,184千円 

２．ストック・オプションの内容 

当連結会計年度において存在したストック・オプションの内容 

（注）株式数に換算して記載しております。 

 
平成17年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 
平成18年 

ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 

当社取締役    ５名 

当社監査役    ４名 

当社使用人    30名 

当社取締役    ６名 

当社監査役    ４名 
当社従業員    31名 

株式の種類別のストック・オ

プションの数（注） 
普通株式  1,400,000株 普通株式  1,020,000株 普通株式    195,000株 

付与日 平成17年７月５日 平成18年９月22日 平成18年９月22日 

権利確定条件 
権利確定条件の定めはあり

ません。 

付与日（平成18年９月22

日）以降、権利確定日（平

成20年９月22日）まで当社

の取締役又は監査役の地位

を保有していることを要す

る。但し、任期満了による

退任又は取締役会が認める

正当な事由がある場合は、

この限りではない。 

付与日（平成18年９月22

日）以降、権利確定日（平

成20年９月22日）まで当社

の従業員の地位を保有して

いることを要する。但し、

定年退職又は取締役会が認

める正当な事由がある場合

は、この限りではない。 

対象勤務期間 
対象勤務期間の定めはあり

ません。 

平成18年９月22日～ 

平成20年９月22日 

平成18年９月22日～ 

平成20年９月22日 

権利行使期間 
平成17年７月５日～ 

平成27年６月28日 

平成20年９月23日～ 

平成23年９月22日 

平成20年９月23日～ 

平成23年９月22日 

権利行使価格（円） 228 157 157 

付与日における公正な評価単価

（円） 
－ 51.494 51.494 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

不動産関連事業の売上高及び営業利益の金額は、全セグメントの売上高の合計及び営業利益の金額の合計額に占

める割合がいずれも90％超であるため、事業の種類別セグメント情報の記載を省略しております。 

【所在地別セグメント情報】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

本邦以外の国又は地域に所在する連結子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。 

【海外売上高】 

当中間連結会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日）及び前連結会計年度（自平成18年４月１日 

至平成19年３月31日） 

海外売上高は、連結売上高の10％未満であるため、海外売上高の記載を省略しております。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、

以下のとおりであります。 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 １株当たり純資産額 

174円 05銭 164円 79銭 

１株当たり中間純利益金額 １株当たり当期純利益金額 

11円 25銭 3円 49銭 

潜在株式調整後１株当たり中間純利益金額 潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額 

11円 22銭 3円 47銭 

 
当中間連結会計期間 

(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前連結会計年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１株当たり中間(当期)純利益(千円)     

中間(当期)純利益(千円) 669,461 156,519 

普通株主に帰属しない金額 

(千円) 
－ － 

普通株式に係る中間(当期)純利益(千円) 669,461 156,519 

普通株式の期中平均株式数(千株) 59,487 44,902 

潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額     

中間(当期)純利益調整額(千円) － － 

普通株式増加数(千株) 166 212 

うち新株予約権 (166) (212) 

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当

たり中間(当期)純利益金額の算定に含めなかった潜在

株式の概要 

平成17年６月29日定時株主

総会決議新株予約権1,225個。

平成17年６月29日定時株主

総会決議新株予約権1,225個。



（重要な後発事象） 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１．重要な子会社の設立 

当社は、開発業者である当社グループ内にホテルマネジ

メント会社があることにより、開発後の物件価値の向上

と、そのことによる有利な売却が可能となることを目的と

して、平成19年９月12日開催の取締役会決議により下記の

とおり子会社の設立を決定いたしました。 

＜子会社の概要＞ 

（1）商号         株式会社ジェイ・エイチ・エム 

（2）設立年月日    平成19年10月４日 

（3）本店所在地     東京都中央区銀座五丁目１番15号 

第一御幸ビル７階 

（4）代表者       柳森 利宣 

（5）資本金         1,000万円 

（6）取得株式数      200株（取得後持分比率100％） 

（7）主な事業内容   ホテル、飲食店、スポーツ施設の

経営並びに経営の受託 

 当社は、平成19年４月２日開催の取締役会決議により下

記のとおり子会社の設立を決定いたしました。 

＜子会社の概要＞ 

（1）商号      株式会社北海道上毛 

（2）設立年月日  平成19年４月４日 

（3）本店所在地  札幌市中央区大通西七丁目1番1号 

札幌パークフロントビル９階 

（4）代表者名     代表取締役社長 阿部 裕二 

代表取締役専務 木下 秀夫 

（5）資本金      1,000万円 

（6）会社の目的 ・不動産（宅地建物取引）業全般 

・建設業全般 

・前各号に付帯する一切の事業 

２．株式取得による会社の買収 

当社は、九州においての事業展開のスピードアップを図

り、中期の事業計画達成の確度をさらに高めることを目的

として、平成19年11月１日開催の取締役会決議により、株

式会社快適計画の全株式を取得し、子会社化することを決

定いたしました。 

これらは、全て自己資金で賄っております。 

＜子会社の概要＞ 

（1）商号           株式会社快適計画 

（2）代表者         田原 司 

（3）本店所在地       福岡県福岡市博多区中洲中島町

４番12号 

（4）株式取得年月日   平成19年11月１日 

（5）主な事業内容     不動産の売買、マンションの分譲

（6）会社の規模        （平成19年6月期） 

①総資産      1,791百万円 

②自己資本     60百万円 

③売上高      363百万円 

④経常利益     5百万円 

（7）発行済株式総数    200株 

（8）取得する株式の数  200株（取得後持分比率100％） 

（9）取得価額      720百万円 

―――― 

 



(2）【その他】 

該当事項はありません。 

当中間連結会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前連結会計年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

３．新株取得による会社の買収 

当社は、開発業者である当社グループ内にＰＭ会社があ

ることにより、開発後の物件価値の向上と、そのことによ

る有利な売却が可能となることを目的として、平成19年９

月12日開催の取締役会決議により、アーライドマネジメン

ト株式会社が第三者割当増資の形で発行する新株を引受

し、子会社化を決議いたしました。 

＜子会社の概要＞ 

（1）商号         アーライドマネジメント株式会社 

（2）代表者       小林 孝次 

（3）本店所在地     東京都中央区銀座八丁目14番14号 

（4）主な事業内容   オフィスビル・賃貸住宅の運営・

管理 

（5）引受株式数     200株 

（6）引受価額の総額 1,000万円 

（7）払込期日    平成19年10月１日 

（8）取得後の発行済株式総数 

400株（取得後持分比率50％） 

―――― 



２【中間財務諸表等】 

(1）【中間財務諸表】 

①【中間貸借対照表】 

   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（資産の部）         

Ⅰ 流動資産         

１ 現金及び預金 ※２ 803,095 2,074,929 1,687,636  

２ 受取手形 ※３ 23,552 14,501 16,695  

３ 売掛金   59,306 52,334 66,064  

４ 有価証券   26,485 277 276  

５ 販売用不動産 ※２ 5,203,204 6,822,173 6,042,238  

６ 仕掛販売用不動産 ※２ － 2,181,423 3,063,576  

７ たな卸資産   819,814 49,384 58,542  

８ 前渡金   － 1,158,910 754,910  

９ 未収入金   501,581 133,659 3,047  

10 営業投資有価証券   736,759 4,003,295 2,290,449  

11 その他   288,323 337,535 407,279  

貸倒引当金   △35,762 △11,362 △11,489  

流動資産合計     8,426,357 88.3 16,817,058 94.0   14,379,224 92.8

Ⅱ 固定資産        

１ 有形固定資産        

(1) 建物 ※１,２ 414,479 393,056 415,262  

(2) 機械装置 ※１ 3,198 2,878 3,198  

(3) 土地 ※２ 176,641 171,293 171,293  

(4) その他 ※１ 6,846 10,316 10,881  

有形固定資産合計   601,164   577,543 600,633  

２ 無形固定資産        

(1) のれん   31,342 112,387 26,864  

(2) その他   7,641 5,716 6,852  

無形固定資産合計   38,983   118,103 33,716  

３ 投資その他の資産        

(1) 投資有価証券   340,093 203,746 329,053  

(2) 破産債権、更生債
権その他これらに
準ずる債権 

  33,511 42,695 42,995  

(3) 敷金保証金   41,434 44,507 59,921  

(4) 長期前払費用   86,625 81,663 84,000  

(5) その他   10,707 40,779 10,760  

貸倒引当金   △33,761 △42,945 △43,245  

投資その他の資産合
計 

  478,608   370,444 483,484  

固定資産合計     1,118,755 11.7 1,066,090 6.0   1,117,833 7.2

資産合計     9,545,112 100.0 17,883,148 100.0   15,497,056 100.0

          
 



   
前中間会計期間末 

(平成18年９月30日) 
当中間会計期間末 

(平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約貸借対照表 

(平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

金額(千円) 
構成比
(％) 

（負債の部）         

Ⅰ 流動負債         

１ 買掛金   95,036 146,386 149,558  

２ 短期借入金 ※２ 200,000 1,870,000 100,000  

３ １年以内返済予定の
長期借入金 

※２ 1,071,515 454,560 300,104  

４ 賞与引当金   4,006 9,418 3,133  

５ 役員賞与引当金   7,100 24,500 －  

６ その他   146,466 505,420 93,433  

流動負債合計     1,524,123 16.0 3,010,283 16.8   646,230 4.2

Ⅱ 固定負債        

１ 長期借入金 ※２ 2,393,330 3,933,558 4,361,356  

２ 退職給付引当金   25,101 27,861 25,523  

３ 役員退職慰労引当金   129,010 64,222 142,246  

４ 預り敷金   115,689 371,544 403,026  

５ その他   88,553 88,877 88,590  

固定負債合計     2,751,683 28.8 4,486,062 25.1   5,020,742 32.4

負債合計     4,275,806 44.8 7,496,345 41.9   5,666,972 36.6

（純資産の部）          

 Ⅰ 株主資本         

 １ 資本金     3,243,759 34.0 5,487,759 30.7 5,487,759 35.4

 ２ 資本剰余金       

（1）資本準備金   1,607,147   3,829,147 3,829,147   

 資本剰余金合計     1,607,147 16.8 3,829,147 21.4 3,829,147 24.7

 ３ 利益剰余金         

（1）利益準備金   11,300   11,300 11,300   

（2）その他利益剰余金           

繰越利益剰余金   277,825   896,601 357,363   

 利益剰余金合計     289,125 3.0 907,901 5.1 368,663 2.4

 ４ 自己株式     △2,146 △0.0 △2,620 △0.0 △2,362 △0.0

 株主資本合計     5,137,885 53.8 10,222,188 57.2 9,683,208 62.5

 Ⅱ 評価・換算差額等         

 １ その他有価証券評価
差額金 

    285 0.0 762 0.0 340 0.0

 ２ 土地再評価差額金     130,353 1.4 130,353 0.7 130,353 0.8

 評価・換算差額等合計     130,638 1.4 131,116 0.7 130,693 0.8

 Ⅲ 新株予約権     782 0.0 33,499 0.2 16,184 0.1

 純資産合計     5,269,305 55.2 10,386,802 58.1 9,830,085 63.4

 負債純資産合計     9,545,112 100.0 17,883,148 100.0 15,497,056 100.0

          



②【中間損益計算書】 

   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度の 
要約損益計算書 

(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

金額(千円) 
百分比
(％) 

Ⅰ 売上高     2,435,343 100.0 9,605,908 100.0   5,135,014 100.0

Ⅱ 売上原価     1,982,044 81.4 8,057,035 83.9   4,199,434 81.8

売上総利益     453,299 18.6 1,548,873 16.1   935,580 18.2

Ⅲ 販売費及び一般管理費     316,043 13.0 563,276 5.8   660,872 12.9

営業利益     137,256 5.6 985,597 10.3   274,708 5.3

Ⅳ 営業外収益 ※１   3,962 0.2 248,079 2.6   6,972 0.1

Ⅴ 営業外費用 ※２   55,477 2.3 162,426 1.7   145,796 2.8

経常利益     85,741 3.5 1,071,250 11.2   135,884 2.6

Ⅵ 特別利益 ※３   4,376 0.2 12,428 0.1   44,699 0.9

Ⅶ 特別損失 ※４,６   30 0.0 36,773 0.4   7,132 0.1

税引前中間(当期)純利
益 

    90,087 3.7 1,046,904 10.9   173,451 3.4

法人税、住民税及び
事業税 

    2,457 0.1 388,691 4.0   6,282 0.1

中間(当期)純利益     87,630 3.6 658,213 6.9   167,169 3.3

          



③【中間株主資本等変動計算書】 

（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 前中間会計期間（自平成18年４月１日 至平成18年９月30日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
3,243,759 1,607,147 1,607,147 2,500 285,972 288,472 △2,027 5,137,352 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当 （注）       8,800 △83,778 △74,978   △74,978 

役員賞与 （注）         △12,000 △12,000   △12,000 

中間純利益         87,630 87,630   87,630 

自己株式の取得             △119 △119 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
                

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － 8,800 △8,148 652 △119 533 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
3,243,759 1,607,147 1,607,147 11,300 277,825 289,125 △2,146 5,137,885 

   

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 

（千円） 
267 130,353 130,621 － 5,267,973 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当 （注）         △74,978 

役員賞与 （注）         △12,000 

中間純利益         87,630 

自己株式の取得         △119 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
17 － 17 782 799 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
17 － 17 782 1,332 

平成18年９月30日 残高 

（千円） 
285 130,353 130,638 782 5,269,305 



 当中間会計期間（自平成19年４月１日 至平成19年９月30日）  

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 利益剰余金

合計 繰越利益剰
余金 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
5,487,759 3,829,147 3,829,147 11,300 357,363 368,663 △2,362 9,683,208 

中間会計期間中の変動額                

剰余金の配当         △118,975 △118,975   △118,975 

中間純利益         658,213 658,213   658,213 

自己株式の取得             △258 △258 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
                

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
－ － － － 539,238 539,238 △258 538,980 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
5,487,759 3,829,147 3,829,147 11,300 896,601 907,901 △2,620 10,222,188 

   

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額金
評価・換算差額
等合計 

平成19年３月31日 残高 

（千円） 
340 130,353 130,693 16,184 9,830,085 

中間会計期間中の変動額          

剰余金の配当         △118,975 

中間純利益         658,213 

自己株式の取得         △258 

株主資本以外の項目の中間

会計期間中の変動額(純額) 
422 － 422 17,315 17,737 

中間会計期間中の変動額合計 

（千円） 
422 － 422 17,315 556,717 

平成19年９月30日 残高 

（千円） 
762 130,353 131,116 33,499 10,386,802 



（注）平成18年６月の定時株主総会における利益処分項目であります。 

 前事業年度の株主資本等変動計算書（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）   

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本合
計 

資本準備金 
資本剰余金
合計 

利益準備金 

その他利益
剰余金 

利益剰余金
合計 

繰越利益剰
余金 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

3,243,759 1,607,147 1,607,147 2,500 285,972 288,472 △2,027 5,137,352 

事業年度中の変動額                

新株の発行 2,244,000 2,222,000 2,222,000         4,466,000 

利益準備金の積立（注）       8,800 △8,800 －   － 

剰余金の配当（注）         △74,978 △74,978   △74,978 

役員賞与（注）         △12,000 △12,000   △12,000 

当期純利益         167,169 167,169   167,169 

自己株式の取得             △335 △335 

株主資本以外の項目の事
業年度中の変動額（純
額） 

                

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

2,244,000 2,222,000 2,222,000 8,800 71,391 80,191 △335 4,545,856 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

5,487,759 3,829,147 3,829,147 11,300 357,363 368,663 △2,362 9,683,208 

 

評価・換算差額等 

新株予約権 純資産合計 
その他有価証券
評価差額金 

土地再評価差額
金 

評価・換算差額
等合計 

平成18年３月31日 残高 
（千円） 

267 130,353 130,621 － 5,267,973 

事業年度中の変動額          

新株の発行         4,466,000 

利益準備金の積立（注）         － 

剰余金の配当（注）         △74,978 

役員賞与（注）         △12,000 

当期純利益         167,169 

自己株式の取得         △335 

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額） 

72 － 72 16,184 16,256 

事業年度中の変動額合計 
（千円） 

72 － 72 16,184 4,562,112 

平成19年３月31日 残高 
（千円） 

340 130,353 130,693 16,184 9,830,085 



④【中間キャッシュ・フロー計算書】 

   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー     

税引前中間純利益   90,087 

減価償却費   19,185 

貸倒引当金の増加額   29,538 

賞与引当金の減少額   △101 

役員賞与引当金の増加額    7,100 

退職給付引当金の減少額   △1,609 

役員退職慰労引当金の増加額   12,736 

受取利息及び受取配当金   △2,155 

有価証券運用損   9,776 

事業組合投資損失   6,336 

支払利息   38,276 

投資有価証券評価損戻入益   △2,556 

売上債権の増加額   △545 

 販売用不動産の増加額   △718,415 

たな卸資産の増加額   △749,299 

前渡金の減少額   174,200 

未収消費税等の減少額   26,390 

預り敷金の増加額   18,735 

預り予約金の増加額   100,000 

未収入金の増加額   △499,819 

営業出資金の増加額   △34,672 

仕入債務の増加額   10,646 

役員賞与の支払額   △12,000 

その他   △44,321 

小計   △1,522,488 

利息及び配当金の受取額   1,992 

利息の支払額   △39,103 

不正事故損失金の回収による収入    1,000 

法人税等の支払額   △4,360 

営業活動によるキャッシュ・フロー   △1,562,958 

 



   
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

区分 
注記 
番号 

金額(千円) 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー     

定期預金の預入による支出   △51,000 

定期預金の解約による収入   51,000 

有価証券の取得による支出   △30,156 

有価証券の売却による収入   20,143 

有形固定資産の取得による支出   △833 

無形固定資産の取得による支出   △500 

投資有価証券の取得による支出   △612 

投資事業組合への出資による支出   △100,000 

投資事業組合からの分配による収入   639 

貸付金の回収による収入   336 

その他   97 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △110,886 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー     

短期借入れによる収入   270,000 

短期借入金の返済による支出   △2,190,000 

長期借入れによる収入   2,458,000 

長期借入金の返済による支出   △44,825 

自己株式の取得による支出   △119 

配当金の支払額   △72,525 

財務活動によるキャッシュ・フロー   420,531 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増減額   △1,253,313 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期首残高   1,999,408 

Ⅵ 現金及び現金同等物の中間期末残高 ※１ 746,095 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

１ 資産の評価基準及び評

価方法 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

 時価法(売却原価は移

動平均法により算定)を

採用しております。 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

――― 

(1) 有価証券 

① 売買目的有価証券 

 時価法(売却原価は移

動平均法により算定)を

採用しております。 

  ② 満期保有目的の債券 

 償却原価法(定額法)を

採用しております。 

② 満期保有目的の債券 

同左 

② 満期保有目的の債券 

同左 

  ③ その他有価証券 

・時価のあるもの 

中間決算日の市場価格

等に基づく時価法(評価

差額は部分純資産直入法

により処理し、売却原価

は総平均法により算定)

を採用しております。 

③ その他有価証券 

・時価のあるもの 

同左 

③ その他有価証券 

・時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に

基づく時価法(評価差額

は部分純資産直入法によ

り処理し、売却原価は総

平均法により算定)を採

用しております。 

  ・時価のないもの 

 総平均法による原価法

を採用しております。 

・時価のないもの 

同左 

・時価のないもの 

同左 

  ・投資事業有限責任組合

出資金 

 当該投資事業有限責任

組合の直近の決算書の当

社持分割合で評価してお

ります。 

・投資事業有限責任組合

出資金 

同左 

・投資事業有限責任組合出

資金 

同左 

  (2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品 

 移動平均法による原価

法を採用しております。 

(2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品 

同左 

(2) たな卸資産 

① 商品、製品、原材料、

仕掛品 

同左 

  ② 販売用不動産及び仕掛

販売用不動産 

 個別法による原価法を

採用しております。 

② 販売用不動産及び仕掛

販売用不動産 

同左 

② 販売用不動産及び仕掛

販売用不動産 

同左 

２ 固定資産の減価償却の

方法 

(1) 有形固定資産 

 定率法を採用しておりま

す。 

 なお、主な耐用年数は以

下のとおりであります。 

建物    15～50年 

機械装置  ５～14年 

 ただし、平成10年４月１

日以降取得の建物(付属設

備を除く)については定額

法を採用しております。 

(1) 有形固定資産 

同左 

(1) 有形固定資産 

同左 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

  (2) 無形固定資産 

 定額法を採用しておりま

す。 

 なお、自社利用のソフト

ウェアについては、社内に

おける利用可能期間(５年)

に基づく定額法を採用して

おります。 

(2) 無形固定資産 

同左 

(2) 無形固定資産 

同左 

  (3) 長期前払費用 

 均等償却によっておりま

す。 

(3) 長期前払費用 

同左 

(3) 長期前払費用 

同左 

３ 引当金の計上基準 (1) 貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失

に備えるため、一般債権に

ついては貸倒実績率によ

り、貸倒懸念債権等特定の

債権については個別に回収

可能性を検討し回収不能見

込額を計上しております。 

(1) 貸倒引当金 

同左 

(1) 貸倒引当金 

同左 

  (2) 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見込

額の当中間会計期間負担額

を計上しております。 

(2) 賞与引当金 

同左 

(2) 賞与引当金 

 従業員の賞与金の支払に

備えるため、賞与支給見込

額の当期負担額を計上して

おります。 

  (3）役員賞与引当金 

役員の賞与金の支払に備

えるため、当事業年度にお

ける支給見込額のうち当中

間会計期間負担額を計上し

ております。 

(3) 役員賞与引当金 

同左 

(3）    ―――― 

  (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき当中間会計期間末

において発生していると認

められる額を計上しており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

(4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備え

るため、当事業年度末にお

ける退職給付債務の見込額

に基づき計上しておりま

す。 

  (5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く中間期末要支給額を計上

しております。 

(5) 役員退職慰労引当金 

同左 

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給

に充てるため、内規に基づ

く当期末要支給額を計上し

ております。 

 



項目 
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

４ リース取引の処理方法 リース物件の所有権が借

手に移転すると認められる

もの以外のファイナンス・

リース取引については、通

常の賃貸借取引に係る方法

に準じた会計処理によって

おります。 

同左 同左 

５ 中間キャッシュ・フロ

ー計算書における資金

の範囲 

 手許現金、随時引き出し

可能な預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスク

しか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなってお

ります。 

―――― ―――― 

６ その他中間財務諸表

(財務諸表)作成のため

の基本となる重要な事

項 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ており、仮払消費税等及び

仮受消費税等は相殺のうえ

流動資産のその他に含めて

表示しております。なお、

控除対象外消費税及び地方

消費税は、当中間会計期間

の費用として処理しており

ます。 

(1) 消費税等の会計処理 

同左 

(1) 消費税等の会計処理 

 消費税及び地方消費税の

会計処理は税抜方式によっ

ており、控除対象外消費税

及び地方消費税は、当期の

費用として処理しておりま

す。 

  (2) 匿名組合出資金 

 匿名組合出資金のうち、

証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされる

ものについては「投資有価

証券」としております。こ

のうち、営業に係る投資有

価証券については「営業投

資有価証券」として流動資

産の部に計上し、個別法に

よっております。 

 なお、営業投資有価証券

については分配された損益

については営業損益に計上

するとともに同額を営業投

資有価証券に加減算するこ

とにより評価し、投資有価

証券については分配された

損益について営業外損益に

計上するとともに同額を投

資有価証券に加減算するこ

とにより評価しておりま

す。 

(2) 匿名組合出資金 

匿名組合出資金のうち、

金融商品取引法第２条第２

項により有価証券とみなさ

れるものについては「投資

有価証券」としておりま

す。このうち、営業に係る

投資有価証券については

「営業投資有価証券」とし

て流動資産の部に計上し、

個別法によっております。 

 なお、営業投資有価証券

については分配された損益

については営業損益に計上

するとともに同額を営業投

資有価証券に加減算するこ

とにより評価し、投資有価

証券については分配された

損益について営業外損益に

計上するとともに同額を投

資有価証券に加減算するこ

とにより評価しておりま

す。 

(2) 匿名組合出資金 

 匿名組合出資金のうち、

証券取引法第２条第２項に

より有価証券とみなされる

ものについては「投資有価

証券」としております。こ

のうち、営業に係る投資有

価証券については「営業投

資有価証券」として流動資

産の部に計上し、個別法に

よっております。 

 なお、営業投資有価証券

については分配された損益

については営業損益に計上

するとともに同額を営業投

資有価証券に加減算するこ

とにより評価し、投資有価

証券については分配された

損益について営業外損益に

計上するとともに同額を投

資有価証券に加減算するこ

とにより評価しておりま

す。 



中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

(役員賞与に関する会計基準) 

 当中間会計期間より、「役員賞与に

関する会計基準」(企業会計基準第4号 

平成17年11月29日)を適用しておりま

す。 

 この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税引前中間純利

益が、それぞれ7,100千円減少してお

ります。 

―――― （役員賞与に関する会計基準） 

当事業年度より「役員賞与に関する

会計基準」（企業会計基準委員会 企

業会計基準第４号 平成17年11月29

日）を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益、

税引前当期純利益はそれぞれ14,400千

円減少しております。 

(貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準) 

 当中間会計期間より、「貸借対照表

の純資産の部の表示に関する会計基

準」(企業会計基準第5号 平成17年12

月9日)及び「貸借対照表の純資産の部

の表示に関する会計基準等の適用指

針」(企業会計基準適用指針第8号 平

成17年12月9日)を適用しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金

額は5,268,523千円であります。 

 なお、中間財務諸表等規則の改正に

より、当中間会計期間における中間貸

借対照表の純資産の部については、改

正後の中間財務諸表等規則により作成

しております。 

―――― （貸借対照表の純資産の部の表示に関

する会計基準）  

当事業年度より、「貸借対照表の純

資産の部の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第５号 平成17年12月

９日）及び「貸借対照表の純資産の部

に関する会計基準等の適用指針」（企

業会計基準適用指針第８号 平成17年

12月９日）を適用しております。  

これまでの資本の部の合計に相当す

る金額は9,813,901千円であります。 

なお、財務諸表等規則の改正によ

り、当事業年度における貸借対照表の

純資産の部については、改正後の財務

諸表等規則により作成しております。

(ストック・オプション等に関する会

計基準) 

当中間会計期間より、「ストック・

オプション等に関する会計基準」(企

業会計基準第8号 平成17年12月27日)

及び「ストック・オプション等に関す

る会計基準の適用指針」(企業会計基

準適用指針第11号 平成18年5月31日)

を適用しております。 

この結果、従来の方法に比べて、営

業利益、経常利益及び税引前中間純利

益が、それぞれ782千円減少しており

ます。 

―――― （ストック・オプション等に関する会

計基準） 

当事業年度より、「ストック・オプ

ション等に関する会計基準」(企業会

計基準第８号 平成17年12月27日)及

び「ストック・オプション等に関する

会計基準の適用指針」(企業会計基準

適用指針第11号 平成18年５月31日)

を適用しております。 

これにより、営業利益、経常利益及

び税引前当期純利益は、それぞれ

16,184千円減少しております。 

 



前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――― ―――― （繰延資産の会計処理に関する当面の

取扱い） 

当事業年度より「繰延資産の会計処

理に関する当面の取扱い」（企業会計

審議会 平成18年８月11日実務対応報

告第19号）を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

なお、前事業年度において営業外費

用の内訳として表示していた「新株発

行費」は、当事業年度より「株式交付

費」として表示する方法に変更してお

ります。 

―――― ―――― （企業結合に係る会計基準） 

当事業年度より、「企業結合に係る

会計基準」(企業会計審議会 平成15

年10月31日)及び「事業分離等に関す

る会計基準」(企業会計基準委員会 

企業会計基準第７号 平成17年12月27

日)並びに「企業結合会計基準及び事

業分離等会計基準に関する適用指針」

（企業会計基準委員会 企業会計基準

適用指針第10号 平成18年12月22日)

を適用しております。 

これによる損益に与える影響はあり

ません。 

―――― （減価償却資産の減価償却の方法） 

当中間会計期間から、法人税法の改

正に伴い、平成19年４月１日以降取得

の資産については、改正法人税法に規

定する償却方法により、減価償却費を

計上しております。 

これによる営業利益、経常利益及び

税引前中間純利益への影響は軽微であ

ります。 

―――― 



表示方法の変更 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含め

ておりました未収入金（前中間期末7,114千円）は、資産

の総額の100分の５を超えたため、「未収入金」として区

分掲記しております。 

前中間会計期間において、流動資産の「たな卸資産」に

含めておりました販売用不動産（前中間期末2,589,342千

円）は、明瞭表示の観点から、当中間会計期間より「販売

用不動産」として区分掲記しております。 

前中間会計期間において、投資その他の資産の「その

他」に含めておりました長期前払費用（前中間期末91,875

千円）は、明瞭表示の観点から、当中間会計期間より「長

期前払費用」として区分掲記しております。 

(中間貸借対照表) 

 前中間会計期間において、流動資産の「たな卸資産」に

含めておりました仕掛販売用不動産（前中間期末768,519

千円）は、資産の総額の100分の５を超えたため、「仕掛

販売用不動産」として区分掲記しております。 

 前中間会計期間において、流動資産の「その他」に含め

ておりました前渡金（前中間期末245,800千円）は、資産

の総額の100分の５を超えたため、「前渡金」として区分

掲記しております。 

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

前中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「たな卸資産の減少額（△は増加額）」に含めて

表示しておりました販売用不動産の増加額（前中間会計期

間1,442,308千円）は、明瞭表示の観点から、当中間会計

期間より「販売用不動産の増加額」として区分掲記してお

ります。 

当中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました未収入金

の減少額（前中間会計期間20千円）は金額的重要性が増し

たため、当中間会計期間より営業活動によるキャッシュ・

フローの「未収入金の増加額」として区分掲記しておりま

す。 

当中間会計期間において、営業活動によるキャッシュ・

フローの「その他」に含めて表示しておりました前渡金の

減少額（前中間会計期間12,813千円）は金額的重要性が増

したため、当中間会計期間より営業活動によるキャッシ

ュ・フローの「前渡金の減少額（△は増加額）」として区

分掲記しております。 

前中間会計期間まで区分掲記しておりました「固定資産

売却・除却損」は金額的重要性が低下したため、当中間会

計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間における「固定資産売却・除却

損」は、30千円であります。 

前中間会計期間まで区分掲記しておりました「破産・更

生債権の増加額」は金額的重要性が低下したため、当中間

会計期間より営業活動によるキャッシュ・フローの「その

他」に含めて表示しております。 

なお、当中間会計期間における「破産・更生債権の減少

額」は、820千円であります。 

(中間キャッシュ・フロー計算書) 

――――― 



追加情報 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――― ―――― （売買目的有価証券） 

 前期より一定の資金量の範囲内

で、専任担当者による有価証券の売

買業務を行っておりましたが、当事

業年度をもって業務を終了しており

ます。 

―――― （既存減価償却資産の残存簿価の減

価償却） 

当中間会計期間から、法人税法の改

正に伴い、平成19年３月31日以前取得

の資産については、改正前の法人税法

に基づく減価償却の方法の適用により

取得価額の５％に到達した事業年度の

翌事業年度より、取得価額の５％相当

額と備忘価額との差額を５年間にわた

り均等償却し、減価償却費に含めて計

上しております。 

これによる営業利益、経常利益及

び税引前中間純利益への影響は軽微

であります。 

―――― 



注記事項 

（中間貸借対照表関係） 

前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

※１ 有形固定資産の減価償却累計

額 

  207,869千円   234,649千円   224,467千円

※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 ※２ 担保資産及び担保付債務 

担保資産 

預金 51,000千円

販売用不動産 4,456,811  

建物 8,735  

土地 125,968  

計 4,642,514  

担保資産 

預金 51,000千円

販売用不動産 5,799,115  

仕掛販売用不動産 1,950,695  

建物 8,342  

土地 125,968  

計 7,479,802  

担保資産 

預金 51,000千円

販売用不動産 4,756,828  

仕掛販売用不動産 1,510,031  

建物 8,534  

土地 125,968  

計 6,452,361  

担保付債務 

短期借入金 200,000千円

１年以内返済予定 

の長期借入金 
1,071,515  

長期借入金 2,393,329  

計 3,664,845  

担保付債務 

短期借入金 1,870,000千円

１年以内返済予定

の長期借入金 
437,892  

長期借入金 3,900,226  

計 6,208,119  

担保付債務 

短期借入金 100,000千円

１年以内返済予定 

の長期借入金 
4,361,356  

長期借入金 300,104  

計 4,761,460  

※３ 中間会計期間末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれております。 

受取手形  2,110千円 

※３ 中間会計期間末日満期手形 

中間会計期間末日満期手形の会計処

理は、手形交換日をもって決済処理し

ております。なお、当中間会計期間の

末日は金融機関の休日であったため、

次の中間会計期間末日満期手形が中間

会計期間末残高に含まれております。

受取手形  1,104千円 

※３ 期末日満期手形 

期末日満期手形の会計処理は、手形

交換日をもって決済処理をしておりま

す。なお、当事業年度の末日が金融機

関の休日であったため、次の事業年度

末日満期手形が期末残高に含まれてお

ります。 

受取手形   1,524千円 

 



前中間会計期間末 
(平成18年９月30日) 

当中間会計期間末 
(平成19年９月30日) 

前事業年度末 
(平成19年３月31日) 

４ 偶発債務 

 当社が匿名組合契約(ホテルマイス

テイズ舞浜・フレックステイ神田)に

より出資する匿名組合の営業者たる

有限会社シルバー・ファーン(以下

「借入人」という)が、ニュー・セン

チュリー・ファイナンス株式会社(以

下「貸付人」という)からノンリコー

ス条件のローンによる資金調達

2,942,692千円(平成18年９月30日残

高2,822,914千円)を行うことに関連

し、当社は貸付人との間に匿名組合

出資のスポンサーとして損害担保契

約を締結し、借入人、ホテルオペレ

ーター、アセットマネージャー及び

スポンサー並びにそれらの社員、役

員・従業員等の詐欺行為や故意・重

過失による不法行為があった場合な

ど、一定の事由により貸付人に損害

等が発生した場合に、ノンリコース

条件の例外として、当社は、借入人

が責任財産又はそれを換価して得た

対価により当該損害等を補償できな

かった部分について貸付人に対し補

填する補償責任を負っております。 

４ 偶発債務 

 当社が匿名組合契約(ホテルマイス

テイズ舞浜・フレックステイ神田)に

より出資する匿名組合の営業者たる有

限会社シルバー・ファーン(以下「借

入人」という)が、ニュー・センチュ

リー・ファイナンス株式会社(以下

「貸付人」という)からノンリコース

条件のローンによる資金調達

2,942,692千円(平成19年９月30日残高

2,740,100千円)を行うことに関連し、

当社は貸付人との間に匿名組合出資の

スポンサーとして損害担保契約を締結

し、借入人、ホテルオペレーター、ア

セットマネージャー及びスポンサー並

びにそれらの社員、役員・従業員等の

詐欺行為や故意・重過失による不法行

為があった場合など、一定の事由によ

り貸付人に損害等が発生した場合に、

ノンリコース条件の例外として、当社

は、借入人が責任財産又はそれを換価

して得た対価により当該損害等を補償

できなかった部分について貸付人に対

し補填する補償責任を負っておりま

す。 

４ 偶発債務 

 当社が匿名組合契約(ホテルマイス

テイズ舞浜・フレックステイ神田)に

より出資する匿名組合の営業者たる有

限会社シルバーファーン(以下「借入

人」という)が、金融機関(以下「貸付

人」という)からノンリコース条件の

ローンによる資金調達2,942,692千円

(平成19年3月31日残高2,751,913千円)

を行うことに関連し、当社は貸付人で

あるニュー・センチュリー・ファイナ

ンス株式会社との間に匿名組合出資の

スポンサーとして損害担保契約を締結

し、借入人、ホテルオペレーター、ア

セットマネージャー及びスポンサー並

びにそれらの社員、役員・従業員等の

詐欺行為や故意・重過失による不法行

為があった場合など、一定の事由によ

り貸付人に損害等が発生した場合に、

ノンリコース条件の例外として、当社

は、借入人が責任財産又はそれを換価

して得た対価により当該損害等を補償

できなかった部分について貸付人に対

し補填する補償責任を負っておりま

す。 



（中間損益計算書関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 ※１ 営業外収益の主要項目 

受取利息 806千円

受取配当金 1,348  

受取利息 4,918千円

受取配当金 1,079  

事業組合 

投資利益 
18,476  

違約金収入 222,977  

受取利息 3,277千円

受取配当金 2,418  

※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 ※２ 営業外費用の主要項目 

支払利息 38,276千円

有価証券運用損 9,776  

事業組合 

投資損失 
6,336  

支払利息 106,252千円

支払手数料 53,390  

支払利息 98,526千円

支払手数料 11,765  

株式交付費 20,870  

※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 ※３ 特別利益の主要項目 

投資有価証券 

評価損戻入益 2,556千円

不正事故損失 

戻入益 
1,000  

投資有価証券 

売却益 12,000千円

貸倒引当金 

戻入益 
428  

投資有価証券 

評価損戻入益 18,699千円

不正事故損失 

戻入益 1,000  

違約金収入 25,000  

※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 ※４ 特別損失の主要項目 

工具器具備品 

除却損 
30千円

投資有価証券 

評価損 
28,020千円

建物除却損 6,546  

工具器具備品 

除却損 
2,138  

工具器具備品 

除却損 
30  

減損損失 7,102  

５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 ５ 減価償却実施額 

有形固定資産 13,121千円

無形固定資産 6,063  

有形固定資産 18,198千円

無形固定資産 15,543  

有形固定資産 29,719千円

無形固定資産 12,153  

 



前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日) 

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日) 

―――― ―――― ※６ 減損損失 

 当期において、当社は以下の資産グ

ループについて減損損失を計上いたし

ました。 

   
事業部 種類 

金額 
(千円) 

繊維関連
事業 

構築物 104 

車輌 
運搬具 

345 

工具器具 
備品 

135 

土地 5,348 

計 5,933 

セキュリ
ティ関連
事業 

車輌 
運搬具 

1,169 

計 1,169 

合計 7,102 

    (経緯)  

 取扱商品の価格や加工賃の下落が著

しく、部門損益の回復の見込がないた

め減損損失を認識いたしました。 

    (グルーピングの方法) 

 原則として事業部ごとに、また繊維

関連事業部については、各営業所ごと

にグルーピングを実施しております。 

    (回収可能価額の算定方法等) 

 回収可能価額の算定にあたっては、

正味売却価額を使用しております。時

価の算定について、土地は不動産鑑定

評価に基づく評価額を使用しておりま

すが、構築物、車輌運搬具及び工具器

具備品については老朽化が著しく、時

価を算定することが困難であるため、

時価は零（０千円）としております。 



（中間株主資本等変動計算書関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日  至 平成18年９月30日） 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加500株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

３．配当に関する事項 

当中間会計期間（自 平成19年４月１日 至 平成19年９月30日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,200株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

前事業年度（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日） 

自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）普通株式の自己株式の株式数の増加1,364株は、単元未満株式の買取による増加であります。 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項  

 
前事業年度末株式数 

（株） 

当中間会計期間増加 

株式数    （株）

当中間会計期間減少 

株式数    （株）

当中間会計期間末 

株式数   （株） 

発行済株式         

普通株式 37,496,186 － － 37,496,186 

合計 37,496,186 － － 37,496,186 

自己株式         

普通株式（注） 7,160 500 － 7,660 

合計 7,160 500 － 7,660 

２．新株予約権等に関する事項  

区分 新株予約権の内訳 

新株予約権の 

目的となる 

株式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当中間会計 

期間末残高 

（千円） 

前事業 

年度末 

当中間会計 

期間増加 

当中間会計 

期間減少 

当中間会計 

期間末 

提出会社 
平成18年ストック・オプシ

ョンとしての新株予約権 
－ － － － － 782 

合計 － － － － － 782 

配当金支払額  

決議 株式の種類 
配当金の総額 

(千円) 

１株当たり配当金

(円) 
基準日 効力発生日 

平成18年6月29日 

定時株主総会 
普通株式 74,978 2.00 平成18年3月31日 平成18年6月30日 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当中間会計期間増加
株式数（株） 

当中間会計期間減少
株式数（株） 

当中間会計期間末株
式数（株） 

普通株式（注） 8,524 1,200 － 9,724 

合計 8,524 1,200 － 9,724 

 
前事業年度末株式数

（株） 
当事業年度増加株式
数（株） 

当事業年度減少株式
数（株） 

当事業年度末株式数
（株） 

普通株式（注） 7,160 1,364 － 8,524 

合計 7,160 1,364 － 8,524 



（中間キャッシュ・フロー計算書関係） 

（リース取引関係） 

前中間会計期間 
(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日) 

※１ 現金及び現金同等物の中間期末残高と中間貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

(平成18年９月30日現在) 

現金及び預金勘定 803,095千円

預金期間が３ヶ月を超える定期預金 △57,000  

現金及び現金同等物 746,095  

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転す

ると認められるもの以外のファイナ

ンス・リース取引 

リース取引は事業内容に照らして

重要性が乏しく、契約１件当たりの

リース料総額も３百万円を超えるも

のがないため、記載を省略しており

ます。 

同左 同左 



（有価証券関係） 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

１ 満期保有目的の債券で時価のあるもの 

２ その他有価証券で時価のあるもの 

３ 時価評価されていない主な有価証券の内容 

当中間会計期間末(平成19年９月30日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

前事業年度末(平成19年３月31日) 

 子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

（デリバティブ取引関係） 

前中間会計期間末(平成18年９月30日) 

該当事項はありません。 

  
中間貸借対照表 
計上額(千円) 

時価(千円) 差額(千円) 

国債・地方債等 14,969 15,042 73 

合計 14,969 15,042 73 

  取得原価(千円) 
中間貸借対照表 
計上額(千円) 

差額(千円) 

(1) 株式 138,345 107,952 △30,394 

(2) 債券       

国債・地方債等 － － － 

社債 － － － 

その他 － － － 

(3) その他 3,043 3,521 478 

合計 141,389 111,472 △29,916 

  
中間貸借対照表計上額 

(千円) 

その他有価証券   

ＭＭＦ 276 

非上場株式 10,625 

その他 203,026 



（ストック・オプション等関係） 

前中間会計期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日） 

１．ストック・オプションに係る当中間会計期間における費用計上額及び科目名 

販売費及び一般管理費  782千円 

２．ストック・オプションの内容 

当中間会計期間において付与したストック・オプションは、以下のとおりであります。 

（注1）株式数に換算して記載しております。 

（注2）平成18年11月29日払込の第三者割当による新株式の発行に伴う行使価格の調整を行っております。なお、調整

前の行使価格は177円であります。 

（持分法損益等） 

前中間会計期間(自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日) 

関連会社がないため、記載を省略しております。 

  平成18年ストック・オプション 平成18年ストック・オプション  

付与対象者の区分及び人数 当社の取締役 6名 当社の監査役 4名 当社従業員 31名 

株式の種類別のストック・

オプションの付与数（注1） 
普通株式 1,020,000株 普通株式 195,000株 

付与日 平成18年9月22日 平成18年9月22日 

権利確定条件 

権利を与えられた者は、新株予約権行使

期間内は、当社の取締役又は監査役の地位

を保有していることを要する。但し、任期

満了による退任又は取締役会が認める正当

な事由がある場合は、この限りではない。

権利を与えられた者は、新株予約権行使

期間内は、当社の従業員の地位を保有して

いることを要する。但し、定年退職又は取

締役会が認める正当な事由がある場合は、

この限りではない。 

対象勤務期間 平成18年9月22日～平成20年9月22日 平成18年9月22日～平成20年9月22日 

権利行使期間 平成20年9月23日～平成23年9月22日 平成20年9月23日～平成23年9月22日 

権利行使価格（円）（注2） 157 157 

付与日における公正な評価

単価（円） 
51.494 51.494 



（１株当たり情報） 

（注） １株当たり中間(当期)純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり中間(当期)純利益金額の算定上の基礎は、以

下のとおりであります。 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

１株当たり純資産額 140.54円

１株当たり中間純利益 2.34円

   

１株当たり純資産額 174.04円

１株当たり中間純利益 11.06円

   

１株当たり純資産額 164.97円

１株当たり当期純利益 3.72円

潜在株式調整後１株 

当たり当期純利益 
3.71円

 なお、潜在株式調整後１株当たり中

間純利益金額については、希薄化効果

を有している潜在株式が存在しないた

め記載しておりません。 

   

  
前中間会計期間 

(自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日)

当中間会計期間 
(自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日)

前事業年度 
(自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日)

１株当たり中間（当期）純利益金額       

中間（当期）純利益（千円） 87,630 658,213 167,169 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － － 

普通株式に係る中間 

（当期）純利益（千円） 
87,630 658,213 167,169 

普通株式の期中平均株式数（千株） 37,489 59,487 44,902 

潜在株式調整後１株当たり中間（当

期）純利益金額 
      

中間（当期）純利益調整額（千円） －   － 

普通株式増加数（千株） － 166 212 

(うち新株予約権) (－) (166) (212)

希薄化効果を有しないため、潜在株

式調整後１株当たり中間(当期)純利益

金額の算定に含めなかった潜在株式の

概要 

平成17年6月29日定時

株主総会決議新株予約権

1,241個及び平成18年6月

29日定時株主総会決議新

株予約権1,215個。 

平成17年6月29日定時

株主総会決議新株予約

権1,225個 

平成17年6月29日定時

株主総会決議新株予約

権1,225個 



（重要な後発事象） 

前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

   平成18年11月13日開催の取締役会

において、株式会社ダビンチ・アド

バイザーズ（大証ヘラクレス上場会

社：証券コード4314）が運用助言す

るオポチュニティ・ファンド「カド

ベ」から出資を受けている有限会社

アルガーブを割当先とする第三者割

当てによる新株式の発行を決議し、

平成18年11月29日に払込が完了いた

しました。 

(1) 目的 

  この度の資金調達の目的は、当

社の志向する収益構造改革の迅速

化と不動産事業のボリュームアッ

プの加速化を図るためです。当社

は、当期より不動産事業の収益構

造の改革に取り組んでおります。

具体的には、賃貸事業における匿

名組合出資事業の売上比の増加を

図り、パフォーマンスの高い収益

構造に改革することです。 

(2) 募集等の方法  

 第三者割当てによる新株式発行 

(3) 発行する株式の種類及び数   

普通株式        22,000千株 

(4) 発行価格   1株につき203円 

(5) 発行総額   4,466,000千円 

(6) 発行価格のうち資本へ組入れる

額      2,244,000千円 

(7) 新株の配当起算日   

平成18年4月1日 

(8) 資金の使途  

不動産関連事業資金及び運転資金 

(9) その他の事項 

   当該株式の発行から2年以内に

割当て新株の譲渡を行った場合

には、その内容を当社に報告す

る旨の確約書を締結しておりま

す。 

１．重要な子会社の設立 

当社は、開発業者である当社グルー

プ内にホテルマネジメント会社がある

ことにより、開発後の物件価値の向上

と、そのことによる有利な売却が可能

となることを目的として、平成19年９

月12日開催の取締役会決議により下記

のとおり子会社の設立を決定いたしま

した。 

＜子会社の概要＞ 

（1） 商号 

株式会社ジェイ・エイチ・エム 

（2） 設立年月日 平成19年10月４日 

（3） 本店所在地 

東京都中央区銀座五丁目１番15号

第一御幸ビル７階 

（4） 代表者        柳森 利宣 

（5） 資本金         1,000万円 

（6）取得株式数      200株 

（取得後持分比率100％）

（7） 主な事業内容 

ホテル、飲食店、スポーツ施設の

経営並びに経営の受託 

２．株式取得による会社の買収 

当社は、九州においての事業展開の

スピードアップを図り、中期の事業計

画達成の確度をさらに高めることを目

的として、平成19年11月１日開催の取

締役会決議により、株式会社快適計画

の全株式を取得し、子会社化すること

を決定いたしました。 

これらは、全て自己資金で賄ってお

ります。 

＜子会社の概要＞ 

（1）商号        株式会社快適計画 

（2）代表者     田原 司 

（3）本店所在地 

福岡県福岡市博多区中洲中島町４番

12号 

（4）株式取得年月日 

平成19年11月１日 

 当社は、平成19年４月２日開催の取

締役会決議により下記のとおり子会社

の設立を決定いたしました。 

＜子会社の概要＞ 

（1） 商号   株式会社北海道上毛 

（2） 設立年月日  平成19年４月４日

（3） 本店所在地   

札幌市中央区大通西七丁目1番1号

札幌パークフロントビル９階 

（4） 代表者名 

代表取締役社長  阿部 裕二 

代表取締役専務  木下 秀夫 

（5） 資本金      1,000万円 

（6） 会社の目的  

・不動産（宅地建物取引）業全般 

・建設業全般 

・前各号に付帯する一切の事業 

 



前中間会計期間 
（自 平成18年４月１日 
至 平成18年９月30日） 

当中間会計期間 
（自 平成19年４月１日 
至 平成19年９月30日） 

前事業年度 
（自 平成18年４月１日 
至 平成19年３月31日） 

  （5）主な事業内容 

不動産の売買、マンションの分譲 

（6）総資産      （平成19年6月期）

①総資産      1,791百万円 

②自己資本     60百万円 

③売上高      363百万円 

④経常利益     5百万円 

（7）発行済株式総数    200株 

（8）取得する株式の数  200株 

（取得後持分比率100％）

（9）取得価額      720百万円 

３．新株取得による会社の買収 

当社は、開発業者である当社グルー

プ内にＰＭ会社があることにより、開

発後の物件価値の向上と、そのことに

よる有利な売却が可能となることを目

的として、平成19年９月12日開催の取

締役会決議により、アーライドマネジ

メント株式会社が第三者割当増資の形

で発行する新株を引受し、子会社化を

決議いたしました。 

＜子会社の概要＞ 

（1）商号 

アーライドマネジメント株式会社 

（2）代表者        小林 孝次 

（3）本店所在地 

東京都中央区銀座八丁目14番14号 

（4）主な事業内容 

オフィスビル・賃貸住宅の運営・

管理 

（5）引受株式数       200株 

（6）引受価額の総額   1,000万円 

（7）払込期日    平成19年10月１日

（8）取得後の発行済株式総数 

400株（取得後持分比率50％） 

 



(2）【その他】 

 該当事項はありません。 



第６【提出会社の参考情報】 

 当中間会計期間の開始日から半期報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1) 有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第133期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）平成19年６月28日関東財務局長に提出 

(2) 有価証券報告書の訂正報告書 

平成19年６月12日関東財務局に提出 

事業年度（第132期）（自 平成17年４月１日 至 平成18年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

平成19年９月21日関東財務局に提出 

事業年度（第133期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

平成19年10月26日関東財務局に提出 

事業年度（第133期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

平成19年12月10日関東財務局に提出 

事業年度（第133期）（自 平成18年４月１日 至 平成19年３月31日）の有価証券報告書に係る訂正報告書であり

ます。 

(3) 半期報告書の訂正報告書 

平成19年６月12日関東財務局に提出 

事業年度（第132期中）（自 平成17年４月１日 至 平成17年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

平成19年６月12日関東財務局に提出 

事業年度（第133期中）（自 平成18年４月１日 至 平成18年９月30日）の半期報告書に係る訂正報告書でありま

す。 

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

該当事項はありません。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月12日

株式会社上毛  

  取 締 役 会  御中 

  誠栄監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 田村 和己   ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 吉一   ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社上毛の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの連結会計年度の中間連結会計期間（平成19年４月１日

から平成19年９月30日まで）に係る中間連結財務諸表、すなわち、中間連結貸借対照表、中間連結損益計算書、中間連結

株主資本等変動計算書及び中間連結キャッシュ・フロー計算書について中間監査を行った。この中間連結財務諸表の作成

責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間連結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間連

結財務諸表には全体として中間連結財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示

がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて

追加の監査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間連結財務諸表に対する意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間連結財務諸表の作成基準

に準拠して、株式会社上毛及び連結子会社の平成19年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間連結会計

期間（平成19年４月１日から平成19年９月30日まで）の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表

示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に株式会社ジェイ・エイチ・エムの新規設立の記載がなされている。 

２．重要な後発事象に株式会社快適計画の株式取得による会社買収の記載がなされている。 

３．重要な後発事象にアーライドマネジメント株式会社の新株式取得の記載がなされている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成18年12月15日

株式会社上毛  

  取 締 役 会  御中 

  三優監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 杉田 純   ㊞ 

  業務執行社員  公認会計士 海藤 丈二  ㊞ 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている株式会

社上毛の平成18年４月１日から平成19年３月31日までの第133期事業年度の中間会計期間(平成18年４月１日から平成18年

９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書、中間株主資本等変動計算書及び中間

キャッシュ・フロー計算書ついて中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は

独立の立場から中間財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社上毛の平成18年９月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する中間会計期間(平成18年４月１日から

平成18年９月30日まで)の経営成績及びキャッシュ・フローの状況に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１ 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

「役員賞与に関する会計基準」を適用し、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

２ 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」及び「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準等の

適用指針」を適用し、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

３ 「中間財務諸表作成のための基本となる重要な事項の変更」に記載されているとおり、会社は当中間会計期間より

「ストック・オプション等に関する会計基準」及び「ストック・オプション等に関する会計基準の適用指針」を適

用し、当該会計基準により中間財務諸表を作成している。 

４ 「重要な後発事象」に記載されているとおり、会社は平成18年11月29日に第三者割当増資を行った。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 



  独立監査人の中間監査報告書  

  平成19年12月12日

株式会社上毛  

  取 締 役 会  御中 

  誠栄監査法人  

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 田村 和己   ㊞ 

 
代表社員 

業務執行社員
  公認会計士 山口 吉一   ㊞ 

 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて

いる株式会社上毛の平成19年４月１日から平成20年３月31日までの第134期事業年度の中間会計期間(平成19年４月１日か

ら平成19年９月30日まで)に係る中間財務諸表、すなわち、中間貸借対照表、中間損益計算書及び中間株主資本等変動計

算書について中間監査を行った。この中間財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から中間

財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国における中間監査の基準に準拠して中間監査を行った。中間監査の基準は、当監査法人に中間財

務諸表には全体として中間財務諸表の有用な情報の表示に関して投資者の判断を損なうような重要な虚偽の表示がないか

どうかの合理的な保証を得ることを求めている。中間監査は分析的手続等を中心とした監査手続に必要に応じて追加の監

査手続を適用して行われている。当監査法人は、中間監査の結果として中間財務諸表に対する意見表明のための合理的な

基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の中間財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる中間財務諸表の作成基準に準拠し

て、株式会社上毛の平成19年９月30日現在の財政状態及び同日をもって終了する中間会計期間(平成19年４月１日から平

成19年９月30日まで)の経営成績に関する有用な情報を表示しているものと認める。 

追記情報 

１．重要な後発事象に株式会社ジェイ・エイチ・エムの新規設立の記載がなされている。 

２．重要な後発事象に株式会社快適計画の株式取得による会社買収の記載がなされている。 

３．重要な後発事象にアーライドマネジメント株式会社の新株式取得の記載がなされている。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以 上 

 ※ 上記は、中間監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は半期報告書提出会社が別途

保管しております。 
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